
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分

【新型コロナウイルス感染症対策の強化】

１　感染拡大と医療崩壊を防ぐ

１ ○ 新型コロナウイルス感染症緊急対策事業費（保健福祉部　健康増進課）
８１億１，５１９万円

医療従事者へ応援手当金を支給するとともに、相談体制及び医療提供体制の確保を図る。
コールセンターの設置・運営

内容 24時間体制による電話相談受付
期間 3年4月～4年3月
負担区分 国10/10

医療従事者等応援手当金
対象者 感染リスクを伴う検査や治療を行う医療従事者等

直接接触する業務 4千円/日
その他感染者等に接する業務 3千円/日

帰国者・接触者外来協力医療機関の設備整備
補助対象 衛生資材等の整備経費
負担区分 国10/10

感染症患者入院医療機関の設備整備
補助対象 個人防護具等の整備経費
負担区分 国10/10

入院病床確保のための空床補償
補助対象 入院病床や疑い患者の受入病床確保に伴う補償費
負担区分 国10/10

感染症対策推進協議会の開催（月1回）
構成 16人

クラスター対策ネットワークの構築
内容 クラスター対策班養成研修の開催

医療機関、社会福祉施設等の職員を対象とする感染管理研修の開催
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

２ ○ 新型コロナウイルス検査体制強化事業費（保健福祉部　健康増進課） ７億４，９０２万円

各医療圏域におけるPCR検査の実施体制を確保するため、地域外来・検査センターを
運営するほか、衛生環境研究所の検査体制の強化を図る。

地域外来・検査センターの運営
内容 ドライブスルー方式による検体採取　など
委託先 県医師会　など

衛生環境研究所における検査体制の強化
内容 応援職員による検査体制の強化、PCR検査に必要な検査試薬の購入

抗原検査等の公費負担
負担区分 国1/2　県1/2

今回の予算の主要な事項について
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３ 新型コロナウイルス感染症医療提供体制確保事業費（保健福祉部　医療対策課）
８１億７，６１４万円

医療崩壊を防ぐため、転院患者受入れに対する県独自の協力金を支給するとともに、重症化の
おそれのない中等症患者等を受け入れる重点医療機関の確保や患者の受入調整を行う。

入院患者受入協力金
内容 新型コロナから回復した患者の転院を受け入れた医療機関

に対する協力金の支給（30万円/人）
重点医療機関医療提供体制整備

補助対象 感染症患者受入れに必要な病床の改修費用
入院病床確保のための空床補償
運営に必要な医療従事者の確保又は派遣に要する経費

負担区分 国10/10
搬送等調整

内容 県調整本部による入院患者の受入れ・搬送の調整
負担区分 国10/10

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

４ ○ 新型コロナウイルス感染症宿泊施設確保事業費（保健福祉部　医療対策課）
１０億８，３１２万円

重症患者の病床確保等を図るため、無症状や軽症患者の療養を行う宿泊施設を確保する。
宿泊施設借上

施設賃借料、健康観察に必要な通信環境整備
宿泊環境整備

食事や消耗品の提供、宿泊室の消毒　など
医療提供体制の確保

医療従事者の確保、医薬消耗品の整備　など
負担区分 国10/10

５ ◎ 新型コロナウイルスワクチン接種体制整備事業費（保健福祉部　健康増進課）
３，７０７万円

感染拡大を防止するため、医療従事者等への優先的なワクチン接種の調整や専門的な
相談体制を整備する。

コールセンターの設置
内容 看護師による電話相談受付
期間 3年4月～（8:30～20:00）

予防接種体制の整備
内容 市町、医療機関等との調整事務

負担区分 国10/10

６ 新型コロナウイルス感染症医療従事者宿泊費助成事業費（保健福祉部　医療対策課）
１億１６万円

深夜に及ぶ長時間勤務や勤務場所までの長距離移動等で負担が増大している
医療従事者の負担軽減を図るため、宿泊費用を助成する。

補助対象 感染症患者入院医療機関に勤務する医療従事者の宿泊費用
補助額 上限 9,800円/泊
負担区分 国10/10
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７ 新型コロナウイルス感染症妊産婦支援事業費（保健福祉部　健康増進課） ９，７２９万円

感染症により自身や胎児・新生児の健康等に不安を抱える妊婦が行う分娩前PCR検査
に対する支援を行い、自己負担額の無償化を図る。

分娩前検査の実施
内容 受託医療機関におけるPCR検査の実施
対象者 検査を希望する妊婦（原則妊娠38週以降）
委託先 産科医療機関　28機関
負担区分 国1/2　県1/2

分娩前検査に係る支援金の支給
交付先 産科医療機関　28機関
支給額 5千円/件

感染妊産婦への寄り添い型支援
内容 保健師による訪問、電話相談などのケア支援
対象者 新型コロナウイルスに感染した妊産婦
負担区分 国1/2　県1/2

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、
新型コロナウイルス感染症対策応援基金を充当）

８ ○ 社会福祉施設等応援職員派遣支援事業費（保健福祉部　長寿介護課） １，２１８万円

E-WELネットの円滑な運用を図るため、応援職員を派遣する法人に対して協力金を支給する
とともに、感染症への対応力向上を図るため、施設職員に対する研修を行う。

応援職員派遣協力金の支給
対象者 県からの依頼に応じて応援職員を派遣する法人
支給額 感染者発生施設へ応援職員を派遣する法人 10万円/人

上記の派遣元法人へ応援職員を派遣する法人 3万円/人
休止事業所に代わり居宅サービスを行う協力事業所 3万円/人

応援派遣体制の整備
内容 応援業務中の感染等に対応するため県が傷害保険に加入

E-WELネットの新規登録事業者に衛生資材一式を提供
感染症対策研修の実施

対象 社会福祉施設等の職員
委託先 県老人福祉施設協議会
内容 感染症対策に係るeラーニング研修

（新型コロナウイルス感染症対策応援基金を充当）

９ 介護事業所等サービス提供体制確保事業費（保健福祉部　長寿介護課） ６，９０８万円

介護サービス事業所等の事業所間連携等を支援するほか、県・市町に衛生用品等を備蓄し、
介護サービスの提供が継続可能な体制を確保する。

サービス継続支援
対象施設 感染者等が発生した介護事業所等

応援職員の派遣や代替サービスの提供等を行った事業所等
補助対象 人員確保・消毒等のサービス継続に必要なかかり増し経費

応援職員の手当など他事業所の支援に要する経費
衛生用品の備蓄

マスク、消毒液、ガウン等を県・市町に備蓄
負担区分 県10/10
（地域医療介護総合確保基金を充当）
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１０ 障害福祉施設等サービス提供体制確保事業費（保健福祉部　障がい福祉課）
２，５９４万円

障害福祉施設等の施設間連携等を支援するほか、県・市町に衛生用品等を備蓄し、
障がい福祉サービスの提供が継続可能な体制を確保する。

サービス継続支援
対象施設 感染者等が発生した障害福祉施設等

応援職員の派遣や代替サービスの提供等を行った施設等
補助対象 人員確保・消毒等のサービス継続に必要なかかり増し経費

応援職員の手当など他事業所の支援に要する経費
衛生用品の備蓄

マスク、消毒液、ガウン等を県・市町に備蓄
負担区分 国2/3　県1/3

１１ 児童福祉施設等感染拡大防止対策支援事業費（保健福祉部　子育て支援課）
１億３４万円

児童福祉施設等の感染拡大防止を図るため、各種総合的な支援を行う。
濃厚接触等児童受入対応

対象施設 一時保護所等
内容 看護師等の配置
負担区分 国10/10

感染予防に関する職員研修
対象施設 保育所等
内容 感染予防に関する研修
負担区分 国1/2　県1/2

事業継続・感染防止対策
対象施設 幼稚園、認可外保育施設、児童養護施設　など
補助対象 マスク・消毒液等の衛生用品購入経費

事業継続を行うためのかかり増し経費
負担区分 国1/2　県1/2

児童相談所等へのICT機器導入
内容 オンライン相談やテレビ会議に必要な機器の整備
負担区分 国1/2　県1/2

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

１２ ○  保護施設等感染拡大防止対策事業費（保健福祉部　保健福祉課） １，１９７万円

救護施設内での感染症発生に備え、事業活動が継続可能な体制を確保する。
衛生用品の備蓄

マスク、消毒液を県に備蓄
施設等の衛生環境改善

実施主体 救護施設
補助対象 感染拡大防止のための建物や設備の消毒経費

感染症対策の支援
実施主体 救護施設
補助対象 感染症対策に要するかかり増し経費

市事業の支援
実施主体 松山市
補助対象 感染拡大防止のための建物や設備の消毒経費

感染症対策に要するかかり増し経費
負担区分 国3/4　県1/4・0　（市町1/4）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）
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２　暮らしを守り、地域経済を立て直す

１３ ○ 自殺相談対策連携強化事業費（保健福祉部　健康増進課） １，９６７万円

コロナ禍において増加が懸念される自殺者への対策を強化するため、24時間の電話相談を
継続するほか、SNS相談窓口の開設など、相談体制を拡充する。

電話相談体制の強化
内容 県の相談窓口を24時間体制で運用

平日昼間は県保健所等、夜間（17:00～翌日9:00）・休日は委託業者が対応
夜間・休日の通話料を無料化

負担区分 国3/4　県1/4
民間団体との連携強化

内容 電話相談、人材養成、普及啓発
委託先 NPO法人、社会福祉法人
負担区分 国1/2　県1/2

SNSを活用した相談体制の整備
時間 18:00～22:00（日・水・木曜日）
内容 SNSの相談窓口を開設、検索連動型広告の配信
負担区分 国3/4　県1/4

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
１４ 特別支援学校スクールバス感染防止対策事業費（教育委員会　特別支援教育課）

１億２，２３２万円

バス内での密集状態を緩和して感染リスクを低減するため、特別支援学校のスクールバスを
増便する。

スクールバスの増便
みなら特別支援学校 （4台→8台）
今治特別支援学校 （3台→6台）
宇和特別支援学校 （4台→7台）
新居浜特別支援学校 （3台→6台）
しげのぶ特別支援学校 （3台→4台）

負担区分 国1/2　県1/2

【愛顔枠対象事業】
１５ 学校教育活動支援員配置事業費（教育委員会　義務教育課） １，５７６万円

今後の感染拡大による児童生徒の学習活動への影響緩和に備えて、学習支援等を行う
教育活動支援員の配置体制を整備する。

業務内容 児童生徒の学習支援や健康管理の補助、校内衛生環境の整備
学習支援等のための教材や資料の作成　など

配置人数 小中学校　31人
負担区分 国1/5　県2/5　（市町2/5）

【愛顔枠対象事業】
１６ ◎ 産業別オンライン職業訓練事業費（経済労働部　労政雇用課） １，４９７万円

感染症による影響を受け、離職や休業を余儀なくされた労働者の再就職等を支援するため、
産業別ニーズに対応したオンライン職業訓練を実施する。

オンライン職業訓練
対象者 離職者、休業者（大企業除く）　　300人
内容 eラーニングコースの提供（5～10業種　各30コース）

受講者向けキャリア診断
内容 受講前適性診断

受講修了後のキャリア診断（希望者のみ）
委託先 民間事業者
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
１７ 県内企業短期人材マッチング支援事業費（経済労働部　労政雇用課） ５４８万円

感染症の影響による労働需要の不均衡を解消するため、雇用維持を希望する企業と
短期人材の確保を希望する企業の出向契約のマッチングを支援する。

内容 支援サイトの運営、出向契約に係る就業規則整備の支援　など
委託先 民間事業者
連携機関 （公財）産業雇用安定センター愛媛事務所
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
１８ 県外学生Uターン就職等応援事業費（経済労働部　労政雇用課） １，２５７万円

企業の採用活動停滞や学生の就職活動の長期化を受け、県外学生の就職活動に
要する交通費を助成し、Uターン就職の促進と企業の人材確保を図る。

事業主体 （一社）えひめ若年人材育成推進機構（ジョブカフェ愛work運営主体）
対象者 県外に居住し、県外の大学等に在籍する学生であって、県内での

採用試験やインターンシップ、就職活動イベント等に参加する者
補助対象 県内目的地までの往復交通費
対象件数 500件
助成率 県10/10（上限2万円）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

１９ 新型コロナウイルス感染症対策資金貸付金（経済労働部　経営支援課）
４０２億６，０００万円

感染症による影響を受け、事業活動に支障が生じている県内中小企業者等の円滑な
資金調達を支援する。

貸付原資：新規分 （新規融資枠）
新型コロナウイルス感染症対策資金（全国統一枠）    20億円 （200億円）

融資実行期限　3年5月
貸付残高分預託 382.6億円

合計　　402.6億円 （200億円）
（新型コロナウイルス感染症対策資金の概要）

対象者 県内に事業所を有する中小企業者等であって、以下の条件に該当する者
セーフティネット保証4号の認定を受けた者
セーフティネット保証5号の認定を受けた者
危機関連保証の認定を受けた者

使途 運転資金、設備資金（全国統一枠のみ）
限度額 全国統一枠 6,000万円

県独自枠　 5,000万円
利率 年1.0％（保証付）
期間 7～10年

２０ ○ 新型コロナウイルス感染症対策金融支援事業費（利子補給金）
（経済労働部　経営支援課） １８億５，４７４万円

新型コロナウイルス感染症対策資金を貸し付けた融資機関に対し利子補給を行い、
中小企業者等を支援する。

利子補給期間 3年間
利子補給率 1.0％
債務負担額 融資総額200億円を限度として、年1.0％以内の利率により算定した額
負担区分 全国統一枠 （独）中小企業基盤整備機構10/10

県独自枠　 県1/2　（市町1/2）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時基金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
２１ 新型コロナウイルス感染症対策緊急地域雇用維持助成事業費

（経済労働部　労政雇用課）８，６５５万円

感染症による影響を受け、休業等を余儀なくされた事業主の雇用維持を支援する。
対象者 特例による国の雇用調整助成金の支給決定を受けた事業主
助成率　　　 休業手当総額の1/10以内（1事業所当たり上限年100万円）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
２２ ○ 新生活様式対応商品開発等支援事業費（経済労働部　経営支援課） ６，８４８万円

新しい生活様式に対応した商品開発等に取り組む中小企業者を支援する。
新生活様式対応商品開発等支援事業費補助金

対象者 県内中小企業者、県内中小企業者の連携体（4者以上で構成）
補助対象 高付加価値の加工食品の開発に要する経費

高付加価値の衛生用品（消毒用商品等）の開発に要する経費
インターネット等を活用したサービスの開発に要する経費
巣ごもり商品・サービスの開発に要する経費
（連携体は、デジタルマーケティングに基づく事業に限る）

補助率 一般 県1/2（上限   250万円）
連携体 県2/3（上限　1,000万円）

商品開発セミナーの開催（東・中・南予　各1回）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
２３ ◎ クラウドファンディングチャレンジ応援事業費（経済労働部　産業創出課） ７９１万円

感染症の影響を受け、事業変革を余儀なくされた中小企業者のクラウドファンディング（CF）を
活用した新事業への取組みを支援する。

CF活用に向けたセミナーの開催（東・中・南予　各1回）
クラウドファンディングチャレンジ応援事業費補助金

対象者 県内中小企業者、創業予定者
対象事業 新商品・サービスの開発、販路開拓、新分野展開　など
補助対象 CF運営事業者に支払う手数料
補助率 県1/2（上限25万円）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
２４ ◎ 新型コロナウイルス感染症対応商店街支援事業費（経済労働部　経営支援課） ５１１万円

感染症の影響を受け、売上高が減少している商店街の活性化を図る取組みを支援する。
新型コロナウイルス感染症対応商店街支援事業費補助金

対象者 商店街振興組合、事業協同組合、商工会、商工会議所　など
（国のGo To 商店街事業を受託した事業者を除く）

対象事業 感染防止対策を講じて実施する商店街のにぎわい創出事業
3密を回避しながら売上高や消費者の利便性向上を図る事業
商店街での感染を防止する機器の導入

補助対象 イベント実施や感染予防機器の導入に要する経費
補助率 県2/3（上限70万円、2者以上の共同事業は上限100万円）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
２５ ◎ えひめ伝統工芸体験魅力発信事業費（経済労働部　観光物産課） ４４０万円

感染症の影響を受け、売上高が減少している伝統的特産品の需要回復を図るため、
オンラインで伝統工芸を体験できる商品開発等を支援する。

委託先 公募により決定
内容 オンラインを活用した伝統的特産品の体験型商品・サービスの開発（3件以上）

開発した商品・サービスのPR
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
２６ ◎ 越境ＥＣ販路開拓支援事業費（経済労働部　産業政策課） ４４０万円

感染症の影響により電子商取引（EC）の利用増加が見込まれており、市場規模の大きい
米国向け越境ECに取り組む県内事業者を支援する。

米国向け越境ECセミナー、商談会の開催
事業者の輸出課題解決のための専門家派遣
ECサイトへのプロモーションページ開設、SNS広告、購売データ分析　など
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

２７ ○ 県産和牛肥育経営緊急支援対策事業費（農林水産部　畜産課） ３，１７６万円

感染症の影響により経営が悪化している和牛肥育農家を支援するため、国の補てん制度である
肉用牛肥育経営安定対策（牛マルキン）で補てんされない部分を助成し、経営の安定を図る。

実施主体 （公社）県畜産協会
対象者 和牛肥育農家
補助対象 販売価格と生産費の差額のうち、国の制度で補てんされない収支差損
補助率 県10/10（上限 16.5千円/頭）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
２８ 松山空港利用回復緊急支援事業費（企画振興部　交通対策課） ７５０万円

松山空港の需要を早期に回復するため、航空会社が行う松山空港発着便の利用回復
に向けた取組みを支援する。

実施主体 松山空港利用促進協議会
対象者 国内線を有する路線運航会社
補助対象 松山空港発着便の利用回復のためのプロモーション等に要する経費
補助限度額 500万円
負担区分 県3/4　（松山市1/4）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
２９ ◎ 松山空港国内線支援事業費（企画振興部　交通対策課） ３，３９４万円

松山発着の国内航空路線を維持するため、松山空港ビル（株）が行う航空会社に対する
空港施設使用料の負担軽減を図るための取組みを支援する。

実施主体 松山空港利用促進協議会
対象者 松山空港ビル（株）
補助対象 国内線航空会社に対する空港施設使用料の助成相当額
負担区分 県3/4　（松山市1/4）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
３０ 公共交通利用回復緊急支援事業費（企画振興部　交通対策課） １億６，０００万円

感染症の影響により利用客が減少している公共交通事業者の利用回復や運行の維持
のための取組みを支援する。

対象者 県内に営業所を有する鉄道・バス・航路事業者のうち、2年6月～3年3月の
輸送量又は収入が10％以上減少した月が1か月以上ある者
(離島航路整備法に基づく国庫補助対象航路は対象外）

補助対象 新しい生活様式に即した取組みの検討に要する経費
利用促進に係る広報宣伝に要する経費
新たな旅行商品の造成に要する経費
運行（航）継続に要する経費

補助率 県10/10（上限 300～2,000万円/者）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
３１ ○ 貸切バス３密回避利用促進事業費（企画振興部　交通対策課） １億６，３５９万円

貸切バスの利用促進を図るため、利用客数に応じた運行車両の増車や大型化など
3密回避に取り組む事業者を支援する。

対象者 県内に本社を有する民間の貸切バス事業者
補助対象 貸切バス運賃
補助限度額 1日当たり84千円/台
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
３２ ◎ 県内観光促進プロモーション支援事業費（経済労働部　観光物産課） １，５１１万円

感染症の影響による旅行ニーズの変化に対応するため、県内宿泊事業者が飲食事業者等
と連携して実施する県内観光促進の取組みを支援する。

実施主体 四国観光立県推進愛媛協議会
対象者 宿泊事業者団体、宿泊事業者を含むグループ（5者以上で構成）
対象事業 マイクロツーリズムの定着に向けた取組み

平日の旅行者獲得に向けた取組み
夜間・早朝の観光コンテンツを活用した宿泊につながる取組み

補助率 県1/2（上限50万円/者）
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
３３ ◎ 外国人観光客需要回復促進事業費（経済労働部　国際交流課） ５，３７０万円

外国人観光客の往来が先行する主要空港からの誘客を強化し、観光需要の回復を図る。
実施主体 県国際観光テーマ地区推進協議会
対象国・地域 台湾、中国、韓国、香港、シンガポール、ベトナム
事業内容

現地旅行会社向けオンライン視察ツアー、県内事業者との商談会の実施
オンライン愛媛旅行体験会によるPR
新型コロナ対策を講じた団体旅行商品に対する助成（3千円/人泊）
海外宿泊予約サイトを活用したデジタルプロモーション

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）
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【西日本豪雨災害からの創造的復興】

１　生活再建支援と防災機能の強化

３４ 被災者見守り・相談支援事業費（保健福祉部　保健福祉課） ５，７８５万円

被災者の安定的な日常生活の確保を図るため、仮設住宅等への巡回訪問等を通じた
見守りや相談支援、住民同士の交流促進など、総合的な支援を実施する。

県地域支え合いセンターの運営
事業内容 市センターへの助言、研修会等の実施、アドバイザーの派遣　など
委託先 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国3/4　県1/4

市地域支え合いセンターの運営に対する補助
実施主体 宇和島市、大洲市、西予市
補助対象 被災者の見守りや相談支援、支援従事者研修会等を実施する経費
負担区分 国3/4　（市町1/4）

【防災・減災強化枠対象事業】
３５ 肱川水系緊急治水対策推進事業費（土木部　河川課） ３８億３３５万円

〔債務負担行為限度額　２億６，３６４万円〕

肱川水系治水対策の目標を10年前倒しするとともに、令和元年12月に見直した新たな
計画に基づく対策についても、国と連携して集中的に実施する。

激特事業
事業期間 平成30年度～令和5年度
改修事業

施工箇所 肱川（菅田地区）、久米川 
3年度事業 築堤工、用地補償、測量設計
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

直轄事業
施工箇所 肱川（如法寺地区等）、矢落川（JR橋りょう等） 
3年度事業 陸閘、用地補償　
負担区分 国2.04/3　県0.96/3

新たな計画分
改修事業

施行箇所 肱川（大川～鹿野川地区）、肱川（野村地区） 　など
3年度事業 築堤工、測量設計、掘削　など　
負担区分 国1/2　県1/2

３６ 砂防激甚災害対策特別緊急事業費（土木部　砂防課） ９億６，８４２万円

土石流等により激甚な災害が発生した地域の再度災害を防止する。
事業箇所 大明神川（宇和島市）砂防堰堤工　など　26か所
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

３７ 豪雨災害関連山地防災治山事業費（農林水産部　森林整備課） ８億８７１万円

豪雨により激甚な山地災害が発生した地域の再度災害を防止する。
事業箇所 中津地区（大洲市）谷止工　など　20か所
負担区分 国5.5/10　県4.5/10
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２　活力と賑わいを創出する産業復興

【愛顔枠対象事業】
３８ ○ えひめ南予きずな博実施事業費（経済労働部　観光物産課） １億７，５００万円

南予の更なる復興を後押しするとともに、地域課題の解決を図り、地域の再生と発展に
つなげるため、えひめ南予きずな博を開催する。

事業主体 えひめ南予きずな博実行委員会
時期 3年7～12月
場所 南予全域
事業内容

地域の元気応援事業
地域を元気付け、復興に向けて頑張っている姿を内外にPRする
プレイベント、セレモニーイベント、シンボルイベント　など

吉田秋祭り 絆イベント「一粒萬倍 A SEED」公演
音楽・トークセッション&肱川船上ライブ
がいなんよ大学in野村　など

おもてなし事業
来訪者の受入れ「体制づくり」を図るプロジェクト

ライドシェア、観光MaaS実験プロジェクト
ワーケーションネットワークプロジェクト　など

つながり事業
絆の強化、実需の創出につながる「仕組みづくり」を図るプログラム

就労支援・労働力確保中間支援連携プログラム
南予アーティストネットワークプログラム　など

負担区分 県1/2　（南予9市町1/2）

【愛顔枠対象事業】
３９ ◎ 南レク公園魅力向上推進事業費（土木部　都市整備課） ９００万円

南レク公園について、えひめ南予きずな博と連携し新しい楽しみ方をPRし、新たな客層の
取り込みにより来園者の増加を図る。

PR活動
PR動画の作成、デジタルマーケティングを活用した情報発信
えひめ南予きずな博のイベント会場等でのPR

南レクフェス2021
キャンプ教室
インフルエンサーによるキャンプの魅力発信

女性キャンパー等を招へいしキャンプの魅力を紹介
ゴーカートタイムトライアル
ドローンレース及び操作体験
メモリアルイベント

県内で活躍する和太鼓集団や地元住民のパフォーマンス

４０ ○ 農地再編復旧整備事業費（農林水産部　農地整備課） ２億１，６３０万円

被災した柑橘園地において、周辺園地を含めた区画整理を行う再編復旧により園地の緩傾斜化
や農道・水路の整備を総合的に行い、災害に強く生産性の高い園地として整備する。

事業内容 区画整理、測量設計、実施計画書作成
実施地区 立間地区（宇和島市）　など　4地区
負担区分 国50/100・62.5/100・65/100　市町25/100・10/100　県25/100・27.5/100　
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【愛顔枠対象事業】
４１ ◎ 未来型果樹産地強化支援事業費（農林水産部　農産園芸課） １億３７４万円

新たな県果樹農業振興計画に基づき、未来型果樹園を核とした園地力・商品力の向上を推進
するとともに、西日本豪雨災害からの復旧園地の生産力強化に向けた取組みを支援する。

事業主体 市町
実施主体　 JA、集出荷・加工事業者　など
事業内容

豪雨災害復興支援
農作業受託に必要な施設・設備の整備や早期成園化のための土づくり
復旧園地の生産力強化に必要な点滴かん水施設等の整備

未来型果樹園づくりの推進
基盤整備の推進や紅プリンセスの産地化等に向けた意識啓発活動
高品質・高収量生産や省力・低コスト化等に必要なハウス等の整備

集出荷貯蔵施設の高度化
庭先選別の省力化に向けた実証活動
集出荷貯蔵、加工機械の整備

補助率 県1/3
（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）
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【愛顔あふれる愛媛づくり（第３ステージ）】

１　デジタル技術を駆使した施策展開

（１）行政のＤＸ推進

【愛顔枠対象事業】
４２ デジタルトランスフォーメーション推進事業費（企画振興部　総合政策課） ４，０４３万円

県デジタル総合戦略（仮称）に基づき、デジタル技術を地域課題の解決や新たな価値の創造に
効果的に活用し、県政のDX（デジタルトランスフォーメーション）を推進する。

最高デジタル責任者（CDO）補佐官の設置（2人）
業務 DX施策の総合的コーディネート、デジタル総合戦略（仮称）見直しの監修

「暮らし」「行政」「産業」分野のDX推進　など
設置期間 3年4月～4年3月

デジタルコーディネーターの拡充（3→6人）
業務 デジタル技術の導入により施策向上が期待される分野への

施策提案や助言等
分野 スマートオフィス、健康増進、教育のデジタル化（継続）

デジタル総合戦略（仮称）の重点分野（3分野）
設置期間 3年4月～4年3月

DX人材の育成
基礎研修

対象者 県・市町職員、県内事業者
内容 デジタル総合戦略（仮称）の普及、デジタルリテラシーの向上

専門研修
対象者 コーディネーター導入分野の関係県・市町職員
内容 コーディネーターの知見の波及・横展開

推進リーダー育成研修
対象者 意欲の高い県・市町職員、民間企業の経営企画・営業企画担当者
内容 リーダー育成プログラム（5テーマ）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

【愛顔枠対象事業】
４３ ◎ デジタルプラットフォーム官民共創推進事業費（企画振興部　総合政策課） ６，１９２万円

デジタルプラットフォームを活用し、市町協働、官民共創による県民本位のプロジェクトを創出し、
地域課題の解決と新たな価値の創造を図る。

デジタルプラットフォームの運営
ディレクターの配置（1人）

課題主体者からの相談対応、プロジェクトの伴走　など
コミュニティマネジャーの配置（2人）

会員間のマッチング、コミュニティの活性化　など
共創的イベントの開催（年6回）

会員交流イベント、会員集客イベント　など
スタートアップ支援

対象 地域課題の解決や新たな価値の創造に資する民間プロジェクト
補助率 県1/2（上限 100万円）

首都圏の先進的な知見やノウハウを有する人材への情報発信
県・市町DX推進会議（仮称）の設置

各市町のDX推進責任者の参画の下、プラットフォーム内で情報共有や個別課題を支援
首都圏官民共創拠点との連携

首都圏の先進的な知見を有する人材との交流によるプロジェクトの実行性の向上
DXコミッション（仮称）の設置

県外企業等がDX実証実験を行う場合のニーズにワンストップで対応
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
４４ ○ 働き方改革推進事業費（総務部　行革分権課） ４，０１３万円

ICT技術の活用等による業務の効率化に取り組み、本県の働き方改革の推進を図る。
スマート県庁への円滑な転換

業務改革手法の導入モデル構築(5件)
県民サービス向上のための電子申請の導入実証(3件)
市町・民間連携のためのチャットツールのテスト導入　など

自治体事務標準化に向けた取組み
県・市町連携による業務効率化検討会の開催（年5回）

（２）暮らしのＤＸ推進

【防災・減災強化枠対象事業】
４５ ◎ 災害情報５G活用検討事業費（県民環境部　防災危機管理課） ６２７万円

現行システムの課題を踏まえ、防災分野での5G等の新たなデジタル技術の活用を図るため、
端末、通信路、処理装置等の技術的課題に対する改善策を整理する検討会を開催する。

検討会の開催（4回）
内容 防災分野における5G活用に係る特徴や課題の抽出

ニーズ調査の結果等を踏まえた5G活用方策の検討
取りまとめ報告書の作成　など

構成員 県、国関係機関、端末・通信路・処理装置関連企業　など
委託先 民間事業者

【愛顔枠対象事業】
４６ ○ 遠隔医療支援システム整備モデル事業費（保健福祉部　医療対策課） ２，９１７万円

医師不足地域等の地域医療体制を確保するため、愛南地域で5Gを活用した高精細映像
伝送システム等をモデル的に構築する。

5Gを活用した愛南地域遠隔医療システムの整備
在宅医療連携の支援

内容 5G対応タブレット、映像伝送システムの運用
在宅患者のリアルタイム映像伝送による医療情報の地域共有

導入機関 愛南地域の医療機関、訪問看護事業所　など　
南宇和病院の機能強化

内容 地域医療情報連携システムの運用
指導医が遠隔で助言指導を行う研修体制の整備
県立中央病院との遠隔カンファレンス、遠隔CT画像診断支援　など

5G通信による心エコー映像の伝送実証実験
内容 心エコ―検査の専門医が遠隔で助言指導を行うための映像伝送の実験
場所 南宇和病院、松山市内5G通信環境施設
協力機関 愛媛大学医学部、県立中央病院

事業期間 2～5年度
（地域医療介護総合確保基金を充当）

（３）産業のＤＸ推進

【愛顔枠対象事業】
４７ デジタルマーケティング戦略推進事業費（企画振興部　総合政策課） １，２６６万円

各種施策へのデジタルマーケティングの導入を促進するため、全庁的な知識等の向上と
取得データの効果的な活用によるデジタル施策の高度化を図る。

基本戦略の普及・啓発
内容 推進チーム会議の開催（年3回）、相談窓口の運営

愛媛県データマネジメントプラットフォーム（DMP）の運用
内容 統一ルールに基づいた取得データの適切かつ一元的な管理

蓄積・リスト化したデータの横断的な活用による情報発信手法の高度化
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【愛顔枠対象事業】
４８ ◎ ５Ｇ活用イノベーション創出事業費（経済労働部　産業創出課） １，３６２万円

多くの産業に変革をもたらす5Gを活用した県内企業の製品開発を支援する。
5Gイノベーションラボ（仮称）の整備

場所 産業技術研究所
内容 5Gの特徴を体感できる機器の整備

整備機器 映像伝送システム、アーム付き走行ロボット、スマートグラス
スマート工場の実証

内容 5Gネットワーク構築による機械の遠隔制御
高解像度画像解析による検品作業の効率化
熟練技術者による遠隔からの作業支援

産学官共同研究
内容 高精細映像伝達試験

農業用機械の遠隔運転システム開発
5Gに対応した電波吸収材の開発

【愛顔枠対象事業】
４９ リアルタイム農業普及指導ネットワーク構築事業費（農林水産部　農産園芸課）

２，０８９万円

生産現場と指導機関等を高画質映像等を活用したネットワークで結び、専門家の助言による
高いレベルの診断や指導がリアルタイムで可能となるシステムを開発する。

事業内容 一般農業者向けソフト・アプリの開発、通信チャンネル等の構築
相談対応用機器の整備　など

事業期間 2～6年度

２　雇用、経済に愛顔を

（１）戦略的な営業活動の展開

【愛顔枠対象事業】
５０ デジタルマーケティング県産品販売促進事業費（経済労働部　産業政策課） ８，０８５万円

県産品の販路拡大と販売力の強化を図るため、県産品ポータルサイトやEC特設サイトと
連携した愛媛ブランドの認知拡大と県内事業者のデジタルシフトを促進する。

愛媛ブランドの認知拡大
潜在的な愛媛県産品愛好者層へのSNS広告配信
ECキャンペーンと連携した首都圏小売店（80店）でのフェア開催

EC特設サイト「愛媛百貨店」を軸とした販売促進モデルの構築
大手ECモール企業との共同キャンペーンの実施(年4回)　など

県内事業者のEC売上向上のためのセミナーの実施
分析検証

属性等のデータ取得、分析検証、施策の改善　など

【愛顔枠対象事業】
５１ 海外販路拡大支援事業費（経済労働部　産業政策課） １，１４７万円

国内市場の縮小に対応し、海外における県産品の販路拡大を図るため、連携協定を締結した
大手小売業者等とのネットワークを活用した営業活動を展開する。

連携協定を締結した大手小売業者店舗でのフェア開催
場所 シンガポール、香港、タイ、アメリカ

東南アジア・東アジア等における営業活動
内容 現地商社等との商談会の開催

現地百貨店の日本物産展での愛媛ブース出展
航空会社、飲食店等への営業活動

欧米等における営業活動
内容 国内輸出商社、海外バイヤーとのオンライン商談会の開催

インポータ―、小売店等への営業活動
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【愛顔枠対象事業】
５２ ◎ ものづくり企業デジタルシフト支援事業費（経済労働部　産業政策課） ８６６万円

県内ものづくり企業のデジタル技術導入に向けた現場診断やIT企業とのマッチング機会の
創出を支援し、生産性向上のためのデジタル化の促進を図る。

デジタル化支援チームによる製造現場診断
時期 3年4～10月
対象 機械加工、機械製造分野　各3社（公募により選定）
内容 デジタル技術により生産性向上につながる主要工程の抽出

費用対効果に優れる改善ポイントの明確化　など
県内企業間のデジタル技術導入マッチング

時期 3年8月～4年3月
対象 デジタル化を希望するものづくり企業

IT企業、自動機械メーカー
内容 診断によるデジタル技術導入ニーズに対し、IT企業が対応技術を個別提案

委託先 民間事業者

【愛顔枠対象事業】
５３ ○ 県産農林水産物輸出促進事業費（農林水産部　ブランド戦略課） ３，０６２万円

県産かんきつやブドウ等その他青果物の更なる輸出促進を図るため、東アジアやカナダ等での
PR活動を実施するとともに、盆栽や河内晩柑のEU向け輸出を支援する。

事業主体 えひめ愛フード推進機構
事業内容

県産かんきつ等PR強化（東アジア、カナダ等）
内容 ライターの招へい、SNSでの情報発信

現地販売員による海外小売店でのプロモーション活動の実施　など
グローバル産地づくり（EU）

赤石五葉松盆栽
内容 栽培土の研究・実証、展示会への出展　など

河内晩柑
内容 栽培体系の整備、飲食店等でのPR・商談　など

補助率 国10/10

【愛顔枠対象事業】
５４ 県産材輸出支援事業費（農林水産部　林業政策課） １，５０５万円

県産材の需要拡大に向け、アジアや北米市場での営業活動や展示会出展などを支援する。
高付加価値商品の販路開拓

内容 海外の木材商社や工務店等を対象とした営業活動　など
委託先 県産材製品市場開拓協議会

高付加価値商品PR
内容 海外有力企業への営業活動や展示会への出展

内装材の輸出促進
事業主体 県産材製品市場開拓協議会
補助対象 高付加価値内装材製品サンプルの海上運賃
補助率 定額（1,000円/㎥、新規輸出は2,000円/㎥）

（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
５５ ○ 愛育フィッシュ輸出拡大事業費（農林水産部　漁政課） ２，２２２万円

大型ブリやみかんブリなどを核とした愛育フィッシュの輸出拡大を図るため、「食」の提案による
需要拡大や既存商流のフォローアップに取り組む。

内容 海外でのセミナー開催、海外シェフ招へい
海外用パンフレット等PRツールの作成
既存商流のフォローアップ　など

委託先 愛育フィッシュ輸出促進共同企業体
（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）
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（２）活力ある産業づくり

５６ 中小企業振興資金貸付金（経済労働部　経営支援課） ３６３億８，０００万円

県内の中小企業者等が必要とする資金の融通を円滑にし、経営の安定・強化を図る。
貸付原資：新規分 （新規融資枠）

経営安定資金 一般資金 24億円 （120億円）
建設産業短期資金 1.2億円 （6億円）
短期資金 25億円 （100億円）
小口資金 6億円 （18億円）

小口零細企業資金 15億円 （45億円）
チャレンジ企業支援資金 13億円 （26億円）
新事業創出支援資金 6億円 （15億円）
新事業創出支援資金（事業承継支援枠） 5億円 （10億円）
緊急経済対策特別支援資金 152億円 （380億円）
雇用促進支援資金 0.8億円 （2億円）
災害関連対策資金 2億円 （5億円）

貸付残高分預託 113.8億円
合計　　363.8億円 （727億円）

【愛顔枠対象事業】
５７ ◎ サテライトオフィス誘致推進事業費（経済労働部　企業立地課） ４７１万円

大都市圏から地方への企業の拠点分散化に対応して、本県へのサテライトオフィス誘致の
促進を図り、本社機能移転や大規模誘致につなげる。

Webセミナーの開催（年3回）
県外企業に対する本県の立地環境のPR

民間事業者と連携した県内外企業との交流促進
県内外企業交流促進事業費補助金

対象者 オフィス誘致パートナーとして登録された民間事業者
対象事業 オフィス誘致パートナーが連携して実施する交流事業であって、

県外企業を含む5社以上が参加するイベント等
補助対象 講師招へい費、広告費　など
補助率 県1/2（上限10万円）

負担区分 国1/2　県1/2

【愛顔枠対象事業】
５８ 新成長ものづくり企業等総合支援事業費（経済労働部　産業創出課） ６，９９４万円

県内産業のけん引役となる成長企業を創出するため、新事業にチャレンジする
県内ものづくり企業の技術開発を支援する。

新成長ものづくり企業等総合支援事業費補助金
対象者 県内中小企業者、中小企業者等のグループ
対象事業 市場性・実現性の高い技術シーズに基づく新たな製品化・実用化に

向けた研究開発　
対象分野 戦略重点分野（高機能素材、AI・IoT、機能性表示食品）

新型コロナ対策、ものづくり産業、情報通信、各種サービス分野
補助対象 製品開発（試作を含む）、市場調査、展示会出展等に要する経費
補助率 県2/3
補助限度額 一般事業者1,000万円（3件程度）、小規模事業者250万円（2件程度）
収益納付 事業化により収益が生じたと認めた時は、補助事業者に対し補助金

相当額を限度として県に納付させる。（補助事業完了後5年間）
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（３）産業を担う人づくり

【愛顔枠対象事業】
５９ ○ 中小企業人材確保支援強化事業費（経済労働部　労政雇用課） １，８４０万円

中高生に県内の優れた中小企業の魅力を発信し、地元就職に向けた意識醸成を図るとともに、
中小企業の人材確保に向けた採用活動のオンライン化を支援する。

中小企業の人材確保の支援
委託先 （一社）えひめ若年人材育成推進機構（ジョブカフェ愛work運営主体）
委託内容

中高生向けスゴ技企業等紹介デジタルブックの作成
Uターン人材等獲得支援

地元就職支援サイトの運営
企業採用担当者、Uターン就職経験者と学生の交流会の開催（年1回）

採用活動オンライン化支援
県内企業40社によるWeb合同会社説明会の開催（年1回）
オンライン採用活動支援セミナーの開催（年6回）

四国4県合同会社説明会へのブース出展（年1回）
場所 大阪市

【愛顔枠対象事業】
６０ えひめジョブチャレンジＵ‐１５事業費（教育委員会　義務教育課） ８７８万円

中学生段階での望ましい勤労観や職業観の育成を図り、地域の魅力、良さを発見するため、
職場体験学習を実施する。

職場体験学習の実施
実施校 全公立中学校126校、県立中等教育学校（前期課程）3校
実施期間 5日間

東・中・南予の地域を越えた事業所等見学の実施
実施校 参加を希望する公立中学校等（東・中・南予　各4校程度）

受入登録企業データベース、ホームページ等を活用した事業の啓発

【愛顔枠対象事業】
６１ 若年者ものづくり競技大会選手強化事業費（経済労働部　労政雇用課） ２４５万円

若年技能者の人材育成・確保等を図るため、本県で開催される若年者ものづくり競技大会
に向けて県職業能力開発協会が実施する選手強化対策を支援する。

選手強化対策
内容 競技練習、指導者の招へい
強化人数 延べ27校77人

第16回若年者ものづくり競技大会
主催 国、中央職業能力開発協会
日程 3年8月4日（水）、5日（木）
主会場 松山市内
競技職種 旋盤、電子回路組立　など　15職種
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６２ 外国人介護人材受入支援事業費（保健福祉部　保健福祉課） ４，４３８万円

外国人介護人材の受入体制を支援するため、相談員による巡回訪問等を実施するとともに、
介護技能向上等を目的とした各種研修を実施する法人を支援する。

外国人介護人材支援センターの運営
内容 関係者による連絡会議の開催、相談員の配置、巡回相談の実施　など
委託先 （福）県社会福祉協議会

外国人介護福祉士候補者学習支援事業
対象 経済連携協定（EPA）に基づく受入施設を運営する法人
補助対象 候補者の日本語や介護分野の専門学習支援等に要する経費
負担区分 国10/10

外国人留学生介護福祉士候補者学習支援事業
対象 介護福祉士養成施設を運営する法人
補助対象 候補者の日本語や介護分野の専門学習支援等に要する経費

外国人介護人材マッチング支援モデル事業
内容 マッチングコーディネーターの配置

現地合同説明会の開催（中国遼寧省・陝西省）　など
外国人介護人材集合研修支援事業

対象 監理団体等
補助対象 技能実習生等の介護技能向上のための集合研修に要する経費
負担区分 国10/10

（地域医療介護総合確保基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
６３ 農業支援外国人材受入促進事業費（農林水産部　農政課） ２５７万円

農業分野における外国人技能実習生等の受入体制を整備するとともに、みかん栽培等
を通じて本県と交流の深いスリランカからの人材受入モデルを構築する。

農業技能実習事業協議会愛媛県支部の運営
構成 県、地方農政局、JA、農業会議
内容 農家やJAを対象とした研修会の開催

JA請負型による受入JAに対する現地指導　など
外国人材送出国連携協議

内容 スリランカと県等による協力体制の構築、募集活動の実施

【愛顔枠対象事業】
６４ 林業人材育成拡大事業費（農林水産部　林業政策課） ６４２万円

林業・木材産業において多様な人材を確保するため、外国人技能実習生の受入体制の整備
促進を図るとともに、林業関係分野で働く女性の交流の場を創出し就業を促進する。

林業・木材産業への外国人材の受入促進
林業担い手外国人受入モデルの構築

内容 日本語学習、安全講習、OJT研修　など
委託先 県森林組合連合会

木材産業担い手外国人導入の促進
事業主体 県木材協会
補助対象 実習期間が1年に限られていることに伴うかかり増し経費
補助率 かかり増し経費の1/2（定額20万円/人）

林業女子活動の促進
フォーラムの開催によるメンバーと新規参入者等の交流促進
林業女子と支援者等とのネットワーク化の推進
SNSなどによる情報発信、林業・木材産業体験ツアーの実施　など
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【愛顔枠対象事業】
６５ ◎ 新規漁業就業者育成強化事業費（農林水産部　水産課） １，６５３万円

新規漁業就業者を確保するため、県漁協が行う漁業担い手育成機関の開設に向けた取組みや
新規就業者の定住定着に必要な経費を支援する。

漁業担い手育成のための研修機関の開設支援
事業主体 県漁協
補助対象 研修機関開設に向けた情報収集等に要する経費
補助率 県1/3

定住定着支援
事業主体 市町
実施主体 県漁協
対象者 長期漁業研修を修了した者、就業後3年未満の者
補助対象 漁船・漁具の取得経費　など
補助率 県1/3　（市町1/3　県漁協1/3）

（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）

（４）愛媛ブランドの確立

【愛顔枠対象事業】
６６ ◎ えひめ食材販路拡大定期便事業費（農林水産部　ブランド戦略課） １，５３９万円

県産農林水産物の販路拡大を図るため、大都市圏の飲食店に対してニーズを踏まえた旬の
食材サンプルを定期的に提案・配送し、メニューづくりの機会を創出する。

内容 旬の食材とストーリーのリスト化及び大都市圏飲食店への提案
飲食店のニーズを踏まえたサンプル配送

時期 3年8月～4年3月
委託先 民間事業者

【愛顔枠対象事業】
６７ 県産かんきつＰＲ強化事業費（農林水産部　ブランド戦略課） １，５００万円

感染症の影響に伴う健康意識の高まりを好機と捉え、かんきつの栄養や機能性等を
首都圏で情報発信することで販売促進を図る。

デジタルツールを活用したPR
大手検索サイトでの広告配信によるポータルサイトへの流入促進　など

店舗でのPR
栄養や機能性等を強調したPR動画の小売店での放映
著名人によるPRイベントの実施

高級ホテルでの県産かんきつフェアの開催

【愛顔枠対象事業】
６８ ひめの凜ブランド確立事業費（農林水産部　農産園芸課） ９４７万円

県開発良食味米「ひめの凜」の生産拡大とブランドの確立を図るため、種子の導入等を支援する。
生産・販売促進

生産販売戦略会議の開催、認定栽培者制度の運営　など
生産拡大支援

実施主体 JA
補助対象 種子の導入費
補助率 県1/2

ブランド構築支援
実施主体 県米麦振興協会
補助対象 ブランド構築や生産拡大のための広報、試食販売等に要する経費
負担区分 県1/4　（国1/2　農業団体1/4）

（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
６９ ◎ 麦作経営継続緊急対策事業費（農林水産部　農産園芸課） ３５１万円

2年連続の大豊作となった「はだか麦」について、需要に対して供給量が大幅に上回っている
ことから、更なる需要拡大に向けた取組みを行い、農家経営の安定を図る。

需要拡大に向けた支援
展示会への出展、企業への営業活動の実施
学校給食への提供支援

事業主体 全農えひめ
補助率 県1/3

イメージの向上
ポスター・リーフレット・Webページの制作、雑誌への広告掲載

【愛顔枠対象事業】
７０ 愛媛あかね和牛生産基盤強化対策事業費（農林水産部　畜産課） １，２０５万円

「愛媛あかね和牛」の母牛を効率的に確保し、持続的な生産拡大を図るため、繁殖と肥育の
一貫経営への転換に向けた取組みを支援する。

事業主体 JA等
実施主体 愛媛あかね和牛生産者
事業内容

母牛増殖推進支援
補助対象 県内優良雌子牛の導入、受精卵移植経費
補助率 繁殖素牛導入　県1/2、受精卵移植　定額（6千円/個）

繁殖及び肥育基盤整備支援
補助対象 一貫経営のための資機材整備費、専用飼料経費
補助率 県1/2

【愛顔枠対象事業】
７１ 媛スマ産地づくり推進事業費（農林水産部　漁政課） ２，８９０万円

生産量の増加が見込まれる「媛スマ」の産地化を図るため、知名度向上に取り組むとともに、
養殖漁家を支援し、安定的な生産体制を構築する。

媛スマ普及促進協議会の開催
内容 国内外への販売戦略の検討、安定的な生産体制の構築　など

知名度向上推進
内容 大都市圏百貨店でのPR、高級飲食店でのプロモーション　など

グローバル産地づくり推進
内容 輸出に係る生産・加工等の体制構築、産地計画の検証・改善　など
補助率 国10/10

養殖生産支援
実施主体 養殖漁家
補助率 1年魚　県15％（町15％）、2年魚　県25％（町25％）

（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）
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（５）農林水産業の振興

【愛顔枠対象事業】
７２ ◎ 担い手総合支援事業費（農林水産部　農政課） １億３，６９０万円

本県農業の担い手確保を強力に推進するため、担い手対策に取り組むJA等に対して、
募集から研修、経営定着・発展・継承までの一貫した支援を行う。

事業主体 市町
実施主体 JA、JA出資法人、集落営農法人　など
事業内容

募集
内容 新規就農者の募集活動や就農体験ツアーの開催　など
補助率 県1/3

研修
就農候補者研修

内容 技術研修の実施、研修ほ場や機械等の整備
補助率 ソフト事業　県1/3、ハード事業　県1/2・1/3

シニア世代就農支援
対象者 就農時50～60歳未満の新規就農候補者
内容 営農技術習得のための研修の実施
補助率 県1/2（上限 50万円）

経営定着・発展
対象者 新規就農者、認定農業者
内容 実践研修や婚活促進、営農開始や省力化に必要な機械等の整備
補助率 ソフト事業　県1/3、ハード事業　県1/3

経営発展・継承
労働力データベース化支援

内容 労働力のマッチングや他産地間連携　など
補助率 県1/2

集落営農組織支援
内容 新規就農者受入れに係る組織間連携や荒廃農地再生　など
補助率 県1/3

（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
７３ ◎ 水田農業生産力強化支援事業費（農林水産部　農産園芸課） ４，１００万円

水田農業を振興するため、県米・麦・大豆生産振興ビジョンを策定するとともに、生産基盤の
強化により収益性の高い二毛作体系を基本とした大規模経営体の育成を図る。

産地競争力の強化
米・麦・大豆生産振興ビジョンの策定
スマート農業の導入や収益性の高い技術・品種の実証と普及推進
需要拡大に向けた販路検討会議の開催、実需者への訪問
水田農業産地活性化支援

事業主体 全農えひめ
補助率 県1/2
内容 良食味米作付拡大や現地ほ場調査、販売促進　など

水田農業産地強靭化支援
事業主体 市町、全農えひめ
実施主体 JA、農業法人、営農集団、認定農業者
事業内容

県産米競争力強化支援
良食味米の生産実証、機械整備　など

麦・大豆等生産性向上支援
省力化技術実証試験、機械整備　など

地域生産体制強化支援
受託作業・ほ場管理システム、共同利用施設の機能向上　など

補助率 ソフト事業　県1/2、ハード事業　県1/3
（農林水産業体質強化緊急対策基金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
７４ ＣＬＴ建築物建設促進事業費（農林水産部　林業政策課） ３，９４８万円

県産CLTの需要拡大を図るため、CLT建築物の建設等への支援を行うとともに、建築関係者や
県民への普及・PR等に取り組む。

CLT建築物の整備支援
事業主体 民間事業者等
補助対象 CLT建築物の建設・設計に係る経費
補助率 建設　定額9万円/㎥（上限900万円）

設計　県1/2（上限200万円）
CLT建築物の普及促進

内容 設計実務者等を対象としたセミナーの開催
CLTボックス建築物の運用方法検討　など

委託先 県CLT普及協議会
CLT普及促進に向けた情報整備

内容 CLT建築物等の住環境評価検証
（森林環境保全基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
７５ アコヤガイへい死緊急対策事業費（農林水産部　水産課） ６７４万円

アコヤガイ大量へい死を受け、産学官が連携して原因究明を行うとともに、環境変化に
順応できる優良母貝の選抜等に取り組む。

大量へい死原因究明調査
内容 環境要因調査、感染症に関する原因調査、遺伝的多様性調査
実施機関 水産研究センター、（国研）水産技術研究所、愛媛大学、岡山理科大学   など

強い貝づくり開発普及
内容 技術研修会の実施（年2回）、優良母貝の選抜　など

【愛顔枠対象事業】
７６ 県産真珠販売促進事業費（農林水産部　水産課） ４５３万円

アコヤガイ大量へい死や新型コロナの影響を受け、真珠産業の高収益化や生産者等の
収入安定を図るため、生産者等による県産真珠の販路拡大を推進する。

構成 県、宇和島市、県漁協、生産者、加工・流通業者
内容 台湾でのパールフェアの開催（年3回）、国内での「HIME PEARL」のPR　など

（６）交通ネットワークの整備

７７ 上島架橋整備事業費（土木部　道路建設課） １１億７，２１７万円

対象路線 岩城弓削線（岩城～生名～弓削）
対象区間 岩城橋工区 岩城～生名（2.0㎞）
事業内容 橋りょう本体工、取付道路工　など
負担区分 国2/3　県1/3

７８ 地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
３１億７，６８４万円

〔債務負担行為限度額　４億２，０００万円〕

施工箇所 国道197号大洲・八幡浜自動車道
八幡浜道路 (八幡浜市郷～大平）
夜昼道路 (大洲市平野～八幡浜市郷）
大洲西道路 (大洲市北只～大洲市平野）

事業内容 八幡浜道路 ： 橋りょう工、道路改良工　など
夜昼道路 ： 橋りょう工、道路改良工　など
大洲西道路 ： 用地測量、橋りょう詳細設計

負担区分 国5.5/10　県4.5/10
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３　お年寄りや障がい者に愛顔を

（１）医療体制の充実

７９ 医師確保対策推進事業費（保健福祉部　医療対策課） １，９９０万円

深刻化する県内の医師不足や地域偏在の解消を図るため、県内外の医療機関を退職する
医師等と県内の医療機関とのマッチングや医師の県内定着等を促進する。

愛媛プラチナドクターバンク事業
県内外の医療機関を退職する医師と医師不足地域の医療機関とのマッチング

内容 職業紹介責任者（1人）の設置
委託先 県医師会

地域医療キャリア形成支援センターの設置
自治医科大学卒業医師等の県立中央病院での採用及びキャリア形成の支援

場所 県立中央病院内
内容 義務年限終了後の自治医科大学卒業医師等の配置調整　など

女性医師等の就労支援、臨床研修医の確保、若手医師等の定着支援
産科医等の確保支援

県内で特に不足している産科の医療提供体制の強化
事業主体 愛媛大学
補助対象 産科医等を目指す研修医や学生に対する研修に要する経費
補助率 県10/10

（地域医療介護総合確保基金を充当）

８０ 県立新居浜病院整備事業費（企業会計）（公営企業管理局　県立病院課）
２３億６，２５７万円

デザインビルド手法により県立新居浜病院を建替える。
建替えの概要

病床数 208床
診療科数 22診療科
対象建物 本館（建替え） 救命救急センター棟（改修して管理棟へ）

別館（建替え） 院長公舎、仮眠室棟（解体）
事業期間 6年間（平成29年度～令和4年度）

3年度事業 新診療棟の建設工事、管理棟の改修工事　など

【愛顔枠対象事業】
８１ ○ スマートヘルスケア推進事業費（保健福祉部　健康増進課） ６，２２９万円

健康寿命の延伸や医療費の適正化のため、健診データ等を活用したスマホ健康アプリ
の導入により、利用者の健康意識の向上や生活習慣の改善を図る。

スマホ健康アプリの導入
対象 国民健康保険被保険者
内容 健診結果の閲覧、イベント等の機会提供

個人に応じた生活習慣の改善提案、ヘルスケアポイントの付与
契約方法 医療費抑制額に応じて報酬を支払う成果連動型委託契約

アプリ運用期間 2～5年度

８２ ◎ 献血運動推進全国大会開催準備事業費（保健福祉部　薬務衛生課） ３５９万円

献血運動の一層の推進を図ることを目的として、令和4年に本県で開催する
献血運動推進全国大会の準備を行う。

実行委員会の設立
時期 3年10月
構成 16人（県、市町、関係団体　など）

献血啓発事業
ポスターコンクール、標語コンクール

対象 小学生～大学生
募集期間 3年6～9月

国等との調整・協議
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（２）支え合う福祉社会づくり

８３ ○ 介護分野ＡＩ・ＩＣＴ導入促進事業費（保健福祉部　長寿介護課） ７，２０２万円

介護分野にAI・ICTの技術を導入することで、業務の効率化等のほか、労働環境の
改善等による介護人材の確保を図る。

自立支援のためのAIケアプラン導入支援
AIを活用した自立支援型ケアプラン導入モデル事業

対象 西条市、伊予市
補助対象 AIを活用した自立支援型ケアマネジメントの実証に係る経費
補助率　 国10/10

AIケアプラン導入検討会の開催（2回）
参加者 県、市町、県介護支援専門員協会、事業者

AIケアプラン体験セミナーの開催
時期 3年11月
内容 AIケアプラン操作体験　など

ICT機器活用による介護職場環境の改善支援
ICT普及促進セミナーの開催（東・中・南予　各1回）

対象 介護保険施設　など　各100人
委託先 （公財）介護労働安定センター

ICTを活用した職場環境の改善支援
対象 介護保険施設　など　50事業所
内容 ITコーディネーターを派遣し、機器導入に向けた相談支援
委託先 （公財）介護労働安定センター

ICT機器の導入促進
対象 31事業所
補助対象 ICT機器購入経費、リース料
補助率 県3/4以内

（地域医療介護総合確保基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
８４ ◎ 在宅介護研修センター受講促進事業費（保健福祉部　長寿介護課） ６０４万円

オンライン研修の実施環境を整備するとともに、デジタルマーケティングを活用して効果的に
情報発信することにより、介護研修の受講を促進し、県民の介護力強化を図る。

双方向型オンライン研修の環境整備
整備内容 大型モニター、研修室の改修

インターネット広告等の配信
内容 オンライン研修の受講申込サイトへの誘導
配信先 県内の介護関連情報検索者等

（参考）
県外在住の個人からの寄附金（2億円）を寄附者の意向を踏まえ2基金で活用

歴史文化博物館事業推進基金及び高齢者施策推進基金にそれぞれ1/2を積立て
（高齢者施策推進基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
８５ 児童虐待防止医療ネットワーク事業費（保健福祉部　子育て支援課） ４６４万円

拠点病院を中心とした児童虐待防止ネットワークを形成し、医療従事者の虐待に関する
対応力を高めるとともに、関係機関連携による支援体制を整備する。

児童虐待対応コーディネートチームの設置
設置場所 県立中央病院、松山赤十字病院
内容 院内及び地域の関係者との連絡・調整

地域医療機関に対する相談支援
児童虐待対応のための教育研修の実施

対象 地域医療機関の医師等
内容 院内体制の整備方法、症例検討　など

拠点病院における児童虐待対応体制の整備
内容 対応マニュアルの活用・更新

負担区分 国1/2　県1/2
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【愛顔枠対象事業】
８６ 発達障がい児（者）支援体制整備推進事業費（保健福祉部　障がい福祉課） ２，４７４万円

発達障がい児（者）への支援ニーズの高まりを踏まえ、地域における支援体制の充実を図る。
県発達障がい者支援協議会の開催（年2回）

構成 14人（学識経験者、医療・保健・福祉・労働・教育関係者、当事者団体）
発達障がい者地域支援マネジャーの設置

設置場所 東・中・南予　各1か所
発達障がい支援ネットワーク会議の開催（東・中・南予　各2回）

内容 地域課題の共有、情報交換、相談体制の検討　など
発達障がい者家族の支援体制整備

内容 ペアレント・メンター養成講座　など
委託先 愛媛大学

ライフスキルトレーニング指導者養成研修の実施
内容 対人関係等で適切な行動を習得するトレーニングの指導者養成
委託先 愛媛大学

発達障がい専門医療機関ネットワークの構築
内容 コーディネーターの配置、地域医療機関に対する研修の実施　など

負担区分 国1/2　県1/2

【愛顔枠対象事業】
８７ 障がい者芸術文化活動推進事業費（保健福祉部　障がい福祉課） １，０６９万円

障がい者の芸術文化活動を総合的に支援する拠点を設置し、相談支援や人材育成等を行う
とともに、活動発表の場として「障がい者芸術文化祭」を開催する。

障がい者アートサポートセンターの設置
障害福祉サービス事業所等に対する支援方法等の相談支援（相談員配置）
芸術文化活動の支援方法等に関する研修会の開催（2回）
指導者による個別訪問指導（美術分野・舞台分野　各30回）　など
コーディネータの設置や商品アイデアコンテストの開催による商品化の支援

障がい者芸術文化祭の開催
ステージ発表及びふれあい交流イベントの開催

時期 3年10月
場所 松山大街道商店街
内容 歌唱、アート作品の展示・販売、フォトスポットの制作　など

愛顔ひろがる障がい者アート展の開催
時期 3年12月
場所 県美術館
内容 4部門（絵画・デザイン、書道、陶芸、その他立体作品）の作品展示

委託先 （福）県社会福祉事業団
負担区分 国1/2　県1/2
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４　子どもたちや女性に愛顔を

（１）結婚・出産・子育て支援の充実

【愛顔枠対象事業】
８８ えひめ結婚支援センター運営事業費（保健福祉部　子育て支援課） ３，５２６万円

少子化の主たる要因である未婚化・晩婚化に対応するため、えひめ結婚支援センターにおいて、
従来の対面型サポートに加え、オンラインイベントの開催などリモート型の結婚支援を強化する。

リモート型の結婚支援
オンライン婚活イベントの開催

ビデオ会議機能等を活用した交流イベントの開催
オンライン異業種交流モデル事業

地元企業と連携した若手社会人の交流会の開催　など
オンライン愛結び

ビデオ会議機能を活用したお見合いの実施　など
負担区分 国2/3　県1/3

対面型サポートの実施
愛結び・イベントの開催

対面型のお見合いや出会いイベントの企画調整
市町と連携した身近な利用窓口設置　など

若手社会人向けサテライト会場の運営
内容 ボランティア推進員の資質向上、個別相談会の開催　など
場所 松山市駅前地下街「ひめring」

負担区分 国1/2　県1/2
オンライン広告の配信

内容 デジタルマーケティングの手法を活用した動画等の配信
負担区分 国2/3　県1/3

委託先 （一社）県法人会連合会

【愛顔枠対象事業】
８９ 子どもの愛顔応援ファンド活用事業費（保健福祉部　子育て支援課） １，５８９万円

子どもの愛顔応援ファンドを活用して市町や企業等と連携した子育て支援事業を実施し、
社会全体で子育てを支援する機運醸成を図る。

市町連携事業
休日子どもクラブ推進事業

実施主体 松山市、八幡浜市
内容 長期休暇中や農繁期に特化した子どもの居場所づくり

休日子どもカレッジ推進事業
実施主体 松山市
内容 大学等の空きスペースを活用した長期休暇中の子どもの体験・交流活動

子育て世帯支援事業
実施主体 新居浜市
内容 保護者が地域の子育て支援拠点と交流できるイベントの開催

負担区分 県1/2　（市町1/2）
県事業

自転車リレー事業
内容 不要となった自転車を整備後、高校生等に譲渡

被災地子どもの夢実現事業
内容 職業体験や屋外遊具で遊ぶイベントの実施

こんにちは赤ちゃん事業
内容 大手衣料メーカーと連携し県内で生まれた赤ちゃんに肌着をプレゼント

民間団体等支援事業
えひめ子どもサポート事業

対象 子育て支援団体等
内容 独自の児童の健全育成や子育て支援への助成
補助額 上限 20万円（15件）

（子ども子育て応援基金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
９０ 愛顔の子育て応援事業費（保健福祉部　子育て支援課） １億３，２７２万円

県、市町及び県内紙おむつ生産企業が連携して、子育て世帯への経済的支援を行い、
子育てを応援し、本県の出生率の向上を図る。

愛顔っ子応援券の交付
実施主体 市町（四国中央市は市単独事業にて実施）
事業内容 第2子以降の出生世帯に県内企業3社の

紙おむつ製品購入券（5万円分）を交付
負担区分 県1/2　（市町1/2）

【愛顔枠対象事業】
９１ フリースクール連携推進事業費（教育委員会　義務教育課） ４４３万円

不登校児童生徒への多様な教育機会を確保するため、フリースクールにおける教育の
質的向上と安定運営に向けた支援を行う。

選定審議会の開催（年2回）
構成 学識経験者、教員OB、連携支援コーディネーター　など
内容 フリースクールの運営状況に基づく協議・審査
要件 政治的・宗教的に公平性・中立性を有すること

入学金や授業料等の明示など経営の透明性が確保されていること　など
フリースクールへの財政的支援

補助対象 教育活動に直接従事する職員の人件費（1人分）、授業料減免額
補助率 県1/2（上限100万円）

（子ども子育て応援基金を充当）

（２）教育の充実と文化の振興

【愛顔枠対象事業】
９２ ◎ えひめ高等学校全国募集促進事業費（教育委員会　高校教育課） ８９６万円

小規模校の活性化や地域活動の担い手増加を図るため、国の進める「地域みらい留学」事業
参画校の活動を後押しし、地域と一体となった全国募集活動を推進する。

対象校 「地域みらい留学」に参画する県立学校6校
（弓削、上浮穴、小田分校、三崎、三瓶分校、野村）

事業内容
県外生徒の来県促進のための交通費支援

対象者 180人
補助率 県1/2（上限2万円）

学校見学バスツアーの実施
内容 訪問校各1校（1泊2日）　6コース

訪問校各2校（2泊3日）　3コース
（上浮穴～弓削、小田分校～三崎、野村分校～三瓶分校）

委託先 民間事業者
高校生アンバサダーによるPR

内容 参画校代表生徒のアンバサダー任命及びSNS等による情報発信
Web広告
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【愛顔枠対象事業】
９３ ○ 不登校児童生徒等支援事業費（教育委員会　義務教育課） ８０７万円

不登校児童生徒への多様な教育機会を確保するため、コーディネーターの配置や
学校以外の場で学ぶ児童生徒への経済的支援など、本県独自の対策を推進する。

連携支援コーディネーターの配置（東・中・南予　各1人）
業務内容 保護者等に対する相談機関の紹介、適応指導教室の訪問　など
負担区分 国1/3　県2/3

不登校児童生徒への経済的支援
補助対象 学校以外の場で学ぶ児童生徒の交通費や体験学習費等
補助要件 経済的理由で就学が困難なこと、在籍校で出席扱いとなること　など
補助率 定額（上限12万円）

市町と連携した校内サポートルームのモデル設置
委託先 松山市、今治市、西条市
支援内容 不登校の兆しを見せる生徒に対する登校ナビゲーターの指導

個別支援カリキュラムの作成
負担区分 国10/10

【愛顔枠対象事業】
９４ ◎ えひめＩＣＴ学習支援システム活用事業費（教育委員会　義務教育課） ８，８１７万円

児童生徒ごとに最適化された学びを実現するため、本県独自のCBTシステムの開発等を行う。
えひめICT学習支援システム

県独自のCBTシステム（運用開始予定　4年1月）
図版、写真、音声、動画等による多様な出題、AIを活用した自動採点機能
約3万人（全中学生）による同時アクセス可能な容量

調査結果分析システム
児童生徒ごとの成果と課題や教科別、観点別の集計結果を瞬時に分析

県独自の学習シート及び教材の電子化
県学力診断調査ワーキンググループ会議（年3回）

県学力診断調査及びチャレンジテストの問題作成
課題克服システム

英語力向上講座の実施
対象 希望する県内公立中学校の中学生
内容 英語検定3級取得等に向けた英会話講師によるオンライン講座
時期 3年7～11月

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当）

９５ 私立学校運営費補助金（総務部　私学文書課） ３５億５，００１万円

私立学校における経営の安定化と保護者負担の軽減を図るための運営費助成

1人当たりの補助額
生徒数（推計）

【愛顔枠対象事業】
９６ 愛顔感動ものがたり発信事業費（スポーツ・文化部　文化振興課） １，７７８万円

愛顔あふれる感動作品を募集して受賞作を全国に発信することにより、本県が提唱する
愛顔を広め、本県のPRとイメージアップを図る。

愛顔あふれる感動作品の募集・表彰
エピソード部門（応募区分：高校生以下、一般）

知事賞各1件、特別賞各1件、優秀賞各3件、入選各5件、佳作10件（一般のみ）
写真部門（応募区分：高校生以下、一般）

知事賞各1件、特別賞各1件、優秀賞3件（一般のみ）、入選5件（一般のみ）
大都市圏でのPRキャンペーンの実施

8,757人 1,573人

（高等学校） （中学校）
344,829円 337,153円
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【愛顔枠対象事業】
９７ 愛媛国際映画祭開催事業費（スポーツ・文化部　文化振興課） ２，０００万円

映像文化の振興、文化・芸術活動に対する県民の理解促進及び文化を通じた地域活性化
を図るため、「愛媛国際映画祭」を開催する。

実施主体 愛媛国際映画祭実行委員会
(構成：県、関係市町、文化・経済団体、映画関連企業　など)

開催時期 3年7月～4年2月
事業内容

映画鑑賞事業
「もう一度観たい映画」投票イベント、上映会
各市町の観光地やイベント等における上映会　など

地域活性化事業
えひめ南予きずな博と連携したレッドカーペット
映画をテーマとした集客イベント　など

人材育成事業
愛顔感動ものがたり映像化コンテスト
本県出身の映画監督等によるセミナーやワークショップ　など

負担区分 県1/2　（関係市町1/2）

【愛顔枠対象事業】
９８ 四国へんろ世界文化遺産推進事業費（スポーツ・文化部　まなび推進課） ６，３６４万円

四国他県、関係団体と連携しながら、四国八十八箇所の札所や遍路道、遍路文化の世界文化
遺産登録に向けた取組みを行う。

札所の詳細調査（県内5札所）
内容 建造物、石造物、古文書等の物件調査、境内地地形測量、発掘調査　など
負担区分 国1/2　県1/2

四国遍路の魅力発信
札所調査報告会、四国遍路まちづくり講座の開催

四国遍路世界遺産登録推進4県協議会、県連絡会議の運営
「密●空と海－内海清美展－」の魅力発信

弘法大師空海の生涯をテーマにしたシンポジウムの開催
多言語によるPR動画の配信、パンフレットの製作

（参考）
県外在住の個人からの寄附金（2億円）を寄附者の意向を踏まえ2基金で活用

歴史文化博物館事業推進基金及び高齢者施策推進基金にそれぞれ1/2を積立て
（歴史文化博物館事業推進基金を充当）

（３）スポーツ立県の推進

【愛顔枠対象事業】
９９ 東京オリンピック・パラリンピック聖火リレー開催事業費

（スポーツ・文化部　地域スポーツ課） ４，３７９万円

東京オリンピック・パラリンピックに先駆けて全国で開催されるオリンピック聖火リレーや
パラリンピック聖火フェスティバルを県下全市町で実施し、大会機運の醸成を図る。

実施主体 東京2020オリンピック聖火リレー愛媛県実行委員会
事業内容

東京オリンピック聖火リレー
本県日程 3年4月21、22日
内容 交通規制等に関する新聞広告、テレビ・ラジオCM、インターネット広告

関係市が実施するセレブレーションイベントの開催支援　など
東京パラリンピック聖火フェスティバル

本県日程 3年8月
内容 採火、ビジット、集火・出立に係る関係市町との検討・調整

集火式、聖火リレー（東京都）への代表者派遣　など
聖火リレー等の記録・発信

記録誌の作成・配布、パネルの作成・展示　など
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【愛顔枠対象事業】
１００ ○ 東京オリンピック事前合宿等支援事業費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課）

１億７，３２８万円

東京オリンピック・パラリンピックに向けた事前合宿等を受け入れ、スポーツを通じた国際交流
の促進と経済交流の拡大による地域活性化を図る。

事前合宿等支援事業（各実行委員会により実施）
対象国等 マレーシア（バドミントン）、モザンビーク（ボクシング、パラ陸上　など）、

台湾（マラソン、パラ柔道　など）、オーストリア（スポーツクライミング）、
サウジアラビア（ウエイトリフティング）　など　8か国・地域

内容 合宿受入れ、歓迎セレモニー、レセプション、合同練習、学校訪問
パブリックビューイング（大会期間中）、成果報告会の実施
選手団等の移動・宿泊時における感染症対策　など

負担区分 県2/3・1/2・1/3　（関係市町1/3・1/2・2/3）
ホストタウン交流事業に係る感染症対策（県事業）

検査の実施、保健所の体制強化、病床の確保　など
ホストタウン交流推進事業（県事業）

特別番組の放送による応援機運の醸成、競技会場での選手の激励　など
（ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
１０１ 競技力向上対策本部事業費（スポーツ・文化部　競技スポーツ課） ３億９，３２４万円

「スポーツ立県えひめ」の実現に向け、愛媛県競技力向上対策本部での効果的な競技力の
向上対策を推進する。

競技力向上対策本部の運営
競技団体の活動状況の把握や助言等の支援活動及び補助金の配分・執行　など

競技力向上対策事業
競技力強化対策事業、競技専属アドバイザーコーチ事業

トップグレード強化拠点校事業（高校52部）
トップアスリート活用事業

優れた競技力や指導力を有するスポーツ専門員（25人）の配置
ネクストエイジ育成強化事業

対象者 小学5年生～中学3年生
内容 体験教室や県外遠征等を通じた有望選手の発掘・育成・強化

社会人・ジュニアクラブチームの競技活動支援
指導者レベルアップ研修会の開催
交付先 県競技力向上対策本部
（スポーツ推進基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
１０２ えひめ愛顔のジュニアアスリート発掘事業費（スポーツ・文化部　競技スポーツ課）

３，６９０万円

将来国際大会で活躍できる日本代表選手を輩出するため、子どもたちのスポーツの潜在的
才能を見い出し、トップアスリートとして育成・強化する。

えひめ愛顔のジュニアアスリート発掘事業専門委員会の開催
愛顔のジュニアアスリートの選考・認定

ファーストトライアル
対象者 小学4年生～中学2年生の希望者
選考人数 200人（小学4年生120人、他学年各20人）

セカンドトライアル
選考人数 50人（小学4年生20～30人、他学年5人程度）

本人・保護者の意向確認、健康チェック　など
愛顔のジュニアアスリート等の育成

育成プログラム
コオーディネーショントレーニングを中心とした各種育成プログラム（月2～3回）　など

パスウェイプログラム
競技団体指導者による適性評価、中学・高校進学後の適性競技に関する助言・指導
高評価者への実践指導、JSC等主催のトライアウトへの派遣　など

えひめハイパフォーマンス測定室の運営
スポーツ医科学に基づく詳細な体力測定によるデータの蓄積・検証

（スポーツ推進基金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
１０３ 愛・野球博開催事業費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課） ３，６００万円

本県開催が決定した「2022年プロ野球オールスターゲーム」の全県を挙げた機運醸成や、普及
事業等に取り組むことにより、交流人口の拡大による地域活性化や野球文化の定着を図る。

実施主体 愛・野球博実行委員会
（構成：県、松山市、その他市町、経済・観光団体、競技団体　など）

事業内容
2022年プロ野球オールスターゲーム盛り上げプロジェクトの実施

市町における機運醸成
フレッシュオールスターゲームの開催（3年7月）
オールスターゲームの啓発を伴う野球大会の奨励
出張野球教室等の開催
動画の制作、専用Webサイト・SNS等による広報活動

野球イベントの開催
東京六大学野球オールスターゲーム（3年8月）
「復興支援事業」高校野球強豪校招待試合（3年6月）

野球普及事業
野球能力測定会（東・中・南予　各2回）、少年女子野球チームの支援

負担区分 県1/2　（市町等1/2）

【愛顔枠対象事業】
１０４ ◎ 生涯スポーツ推進事業費（スポーツ・文化部　地域スポーツ課） １，３４０万円

子どもや高齢者でも楽しむことができる生涯スポーツの普及啓発や、県民誰もが気軽に
スポーツに親しめる環境整備に取り組み、県民のスポーツ実施率の向上を図る。

ウォーキングの実践指導、裾野拡大
対象者 日常的に運動を行っていない県民、市町のスポーツ推進委員
内容 実技を交え正しい歩き方等を紹介するウォーキング講習会の開催

講習会に参加したスポーツ推進委員による普及活動
有名人の体験映像等の放送による裾野拡大　など

時期 3年5～6月
場所 東・中・南予　各1か所

オンラインを活用したスポーツ機会の提供
内容 スマホアプリを活用したウォーキングやランニングへの参加促進

月間走行距離目標の達成者にスポーツ施設利用券等を贈呈
スマホのGPS機能を活用した、走行軌跡で描いた絵の作品募集

時期 3年5月～4年3月（絵の作品募集は3年5～10月）
愛媛スポーツ・レクリエーション祭の開催

時期 3年10～11月
場所 県総合運動公園、県武道館　など
内容 34種目程度実施
実施主体 愛媛スポーツ・レクリエーション祭実行委員会
補助率 県10/10

（スポーツ推進基金を充当）
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（４）持続可能な地域づくり

【愛顔枠対象事業】
１０５ ◎ 戦略的テレワーカー移住受入強化事業費（企画振興部　地域政策課） １，６２８万円

「暮らし方改革」をコンセプトに、えひめ南予きずな博や首都圏経済界と連携し、南予移住の
拡大と企業のテレワーカー誘致を促進する。

南予移住マネージャーの設置（1人）
設置場所 南予テレワーク移住支援拠点（内子町）
内容 南予移住促進に向けた統一感のある受入地域づくり

南予地域移住促進策の策定　など
コワーキングコミュニティ形成の促進

内容 コワーキングスペースのテレワーカー誘致に向けた勉強会の開催
地域住民とテレワーカーの交流を図るためのワークショップの開催

首都圏企業のテレワーカー誘致の強化
愛媛発暮らし方改革セミナーの開催

場所 東京都（年2回）
内容 企業の経営管理部門を対象としたテレワーク移住セミナーの開催

企業テレワーク勤務実証実験への支援
対象者 テレワーク勤務の実証実験を行う経済同友会会員企業等
補助対象 宿泊費、旅費、交流体験料
補助額 上限 70万円/者

テレワーク移住者の誘致促進
対象者 県内コワーキングスペース事業者
補助対象 テレワーカー誘致の取組みに要する経費
補助率 県1/2（上限 10万円）

【愛顔枠対象事業】
１０６ えひめ暮らし仕事体験事業費（企画振興部　地域政策課） ５２９万円

移住者の更なる呼び込みを図るため、県外在住の移住希望者を対象に、移住先を決定する上で
最も重要な要素となる「仕事」を実体験できる機会を提供する。

体験メニューの開発
受入先企業等の選定（「あのこの愛媛」掲載企業等　県内40か所程度）

事業PR、参加者の募集
ホームページ、雑誌広告
Webセミナーの開催（年2回）

「えひめ暮らしインターンシップ」の実施
対象者 県外在住の移住希望者
募集人数 20人程度
期間 6泊7日程度（一泊当たり5,000円を助成）
内容 移住候補地での仕事体験、移住相談、住民との交流　など

委託先 （一社）えひめ暮らしネットワーク
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【愛顔枠対象事業】
１０７ 雇用・移住マッチング促進事業費（企画振興部　地域政策課） ３，２１９万円

求人・移住総合情報サイト「あのこの愛媛」を活用し、県内の潜在労働力及び県外の移住希望者
と県内事業者とのマッチングを促進し、労働力不足の解消と県内人口の増加を図る。

求人・移住総合情報サイト「あのこの愛媛」の運営
内容 Webサイト、採用管理システムの維持管理

ビッグデータの検証・分析　など
委託先 民間事業者

県内事業者に対するマッチング支援
場所 県内1か所（他地域へはオンライン配信）
対象 「あのこの愛媛」掲載希望企業等
内容 「あのこの愛媛」の活用を呼びかけるセミナーの開催

県内移住者に対する移住支援金の給付
対象者 東京23区に在住又は通勤している人で、「あのこの愛媛」でのマッチング

により本県に移住して就業した者　など
給付額 上限 100万円/世帯
対象地域

豪雨災害の被災3市（宇和島市、大洲市、西予市）
対象数 5人
負担区分 国1/2　県1/4　（市1/4）

被災3市以外の実施希望市町（今治市、西条市）
対象数 8人
負担区分 国1/2　（市1/2）

【愛顔枠対象事業】
１０８ 移住者発掘強化事業費（企画振興部　地域政策課） ２，４９６万円

デジタルマーケティングを活用して、移住潜在層等に対する効果的な情報発信を行い、
本県への新たな移住希望者を開拓する。

移住フェアや移住相談窓口等への誘導促進
移住検討層（本県への関心層）

広告の再配信、メールマガジンの活用等による確実な誘導
移住潜在層（「田舎暮らし」あこがれ層）

自然・仕事・人柄・子育て・テレワーク環境情報を中心とした広告配信
移住検討者と先輩移住者などが交流するオンライン移住コミュニティの構築・実証
委託先 民間事業者

【愛顔枠対象事業】
１０９ えひめの移住力総合強化事業費（企画振興部　地域政策課） ４，１４３万円

活力ある地域社会を維持するため、移住者受入態勢や情報発信力等を強化し、移住者の
更なる呼び込みと定着促進を図る。

移住コンシェルジュの設置（1人）
設置場所 ふるさと回帰支援センター（東京都）
内容 大学等でのU・Iターンの掘り起こし

就職・就農支援策の紹介　など
愛あるえひめ暮らしフェアの開催

場所 東京都（年2回）、大阪府（年2回）　
内容 地域の紹介や移住相談、先輩移住者による事例発表

会場でのセミナーをオンラインでも全国配信
オンライン移住フェアの開催（年6回）

内容 先輩移住者による講演の配信、オンライン個別相談の実施　など
地域版移住コンシェルジュを中心とした相談体制の強化

地域版移住コンシェルジュの設置（1人）
移住促進施策の企画、移住希望者の相談対応　など

地域おこし協力隊ネットワーク（OB・OG）の活用
地域版移住コンシェルジュのサポート等
大阪での相談窓口の設置（年6回）

委託先 （一社）えひめ暮らしネットワーク
地域移住相談員（無報酬）の設置

実施主体 えひめ移住交流促進協議会
内容 先輩移住者等に委嘱し、移住希望者の現地案内等を実施
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（５）参画と協働による地域社会づくり

【愛顔枠対象事業】
１１０ えひめの未来チャレンジ支援事業費（企画振興部　地域政策課） １億９７８万円

地方局が独自に地域政策を企画・推進するとともに、市町等が独自に取り組む特色のある地域
づくりに対して助成することで、地域の一体的かつ自立的な発展を支援する。

地域戦略推進事業
施策立案ミーティング及び局方針検討会議の開催

えひめの未来チャレンジ支援事業
地域づくり推進事業(ソフト・ハード事業)

実施主体 市町、地域づくり団体　など
補助対象 市町の一体的発展に向けて取り組む事業（県と市町が連携して

推進する事業など）に要する経費
補助率 県1/2以内
補助限度額 市町300万円、地域づくり団体等100万円（デジタル化の推進は

100万円増額）、市町連携500万円
地域課題解決に向けたワークショップの開催

【愛顔枠対象事業】
１１１ えひめ女性活躍推進強化事業費（県民環境部　男女参画・県民協働課） １，０６４万円

女性を応援する先進的な県を目指して、ひめボスの具体化や組織の枠を超えた女性の
人材育成等に取り組み、意欲ある女性が活躍できる環境整備を推進する。

委託先 （一社）県法人会連合会
委託内容

ひめボス宣言事業所の質の向上
ひめボス推進アドバイザーによる宣言事業所のフォローアップ
ランク認定の取得促進、セミナーの開催

ひめボス管理職研修
対象 女性社員の上司（管理職）
内容 多様な働き方に対応するマネジメント等に関する研修、情報交換

ひめボスメンター制度の推進
メンター（リーダー等）を活用したメンティ（リーダー候補）のキャリアアップ支援
メンター制度の体験機会の提供

ひめボスグランプリの開催
時期 3年11月
内容 ひめボス優良事例の発表・表彰

負担区分 国1/2　県1/2

５　観光に愛顔を

（１）自転車新文化の拡大・深化

【愛顔枠対象事業】
１１２ 自転車新文化推進事業費（企画振興部　自転車新文化推進課） ４，４８４万円

「サイクリングパラダイス愛媛」の実現に向け、総合的・戦略的な施策を展開し、交流人口の
拡大や地域の活性化を図る。

自転車新文化推進体制の構築
自転車新文化推進協会（官民連携組織）の運営　など

受入環境整備
サイクルオアシスの整備、サイクリングガイドの活用支援　など

誘客促進
サイクリングツアーの造成支援

自転車新文化の普及
愛媛サイクリングの日の実施、アウトドアと組み合わせた普及活動　など

35



【愛顔枠対象事業】
１１３ 四国一周サイクリング推進事業費（企画振興部　自転車新文化推進課） ３，５９９万円

「サイクリングアイランド四国」を実現するため、愛媛を発着点とする四国一周サイクリングルート
の情報発信を強化し、認知度向上と定着を図る。

四国一周プロモーション活動
四国一周サイクリングの挑戦チームの募集
メディアとタイアップしたプロモーションツアーによる情報発信
サイクルガイドによる愛媛出発のグループへの同行案内
四国一周ファンミーティングの開催（しまなみ海道）

四国4県の連携強化

【愛顔枠対象事業】
１１４ 自転車走行環境整備事業費（土木部　道路維持課） ２億１，７８９万円

ナショナルサイクルルートに指定されたしまなみ海道サイクリングロードの整備促進等により、
自転車新文化の浸透を図る。

しまなみ海道の走行環境整備
整備内容 路肩拡幅整備3.2㎞
事業期間 2～3年度

松山市自転車ネットワーク計画に基づく通行空間の整備（車道混在型）
整備内容 松山港線0.2㎞

サイクルツーリズム推進に向けた環境整備
四国一周ルート

急勾配注意喚起看板設置2か所
負担区分 国5.61/10　県4.39/10　

【愛顔枠対象事業】
１１５ Ｅ－ＢＩＫＥえひめ普及事業費（企画振興部　自転車新文化推進課） ５８０万円

シニア層や女性層の獲得によるサイクリストの裾野拡大を図るため、県内事業者等と
連携し、E-BIKE（スポーツ型電動アシスト付自転車）の普及促進を行う。

「E-BIKEアクションえひめ」ワーキンググループの運営（年2回）
参加者 県、市町、アクション参画事業者、E-BIKE通勤推進モデル事業所　など
内容 エリア間連携による誘客プロモーション、先進事例の共有　など

E-BIKE普及・啓発事業
メディアを活用したプロモーションやWebコンテンツの内容充実

（２）観光振興と愛媛の魅力発信

【愛顔枠対象事業】
１１６ しまなみ海道魅力向上事業費（企画振興部　自転車新文化推進課） ６，３５０万円

ナショナルサイクルルートに指定されたしまなみ海道の更なる振興を図るため、しまなみ海道地域
振興ビジョンに基づき、本県への誘客の核となる来島海峡大橋の魅力向上等に取り組む。

来島海峡大橋を核としたサイクルツーリズムブランドの形成
SNSを活用した「来島海峡大橋＝しまなみ」プロモーション
ポータルサイト「Cycling Ehime」の充実、オンライン旅行会社とのタイアップ
広告配信

内容 ポータルサイトへの誘導
配信先 国内、台湾、アメリカ

Local to Localインバウンドシェアの検討
体験型観光の展示商談会への出展（3年9月）
ニセコエリア顧客層をターゲットとした視察ツアーの実施

観光インフラの整備
サイクリングと組み合わせた体験型コンテンツの造成支援
シェアサイクル導入の実証実験
レンタサイクルの広域乗り捨てシステムの実証実験
手荷物配送システムの実証実験
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【愛顔枠対象事業】
１１７ ◎ 来島海峡エリア魅力発信事業費（経済労働部　観光物産課） ３７５万円

しまなみ海道を象徴する雄大な景観の来島海峡大橋周辺エリアの魅力を発信し、
本県への観光誘客の促進を図る。

来島海峡大橋オンライン塔頂モニターツアーの実施・検証（年2回）
参加者 各100人

バーチャルリアリティ映像による魅力発信プロモーション
場所 来島海峡SA
内容 来島海峡大橋塔頂体験、来島海峡急潮体験　など
負担区分 県1/2　（本四高速（株）1/2）

本四高速（株）スタンプラリー事業と連携した沿線美術館の周遊促進

【愛顔枠対象事業】
１１８ ◎ デジタル誘客プロモーション推進事業費（経済労働部　観光物産課） １，８９２万円

オンライン旅行会社を活用した誘客プロモーションを展開することで、本県観光の
認知度向上と誘客促進を図る。

実施主体 四国観光立県推進愛媛協議会
内容 オンライン旅行会社サイトに掲載するプロモーションページの制作

宿泊プラン造成に向けた県内ホテルとの調整、誘導広告の配信

【愛顔枠対象事業】
１１９ 観光ブランド発信・誘客促進事業費（経済労働部　観光物産課） １，１７１万円

「疲れたら、愛媛。」のキャッチコピーを活用したインパクトのある観光プロモーションを展開する
ことで、本県観光のブランド化と大都市圏での知名度向上を図り、効果的な誘客を促進する。

インフルエンサーを活用した観光プロモーション
内容 ニーズが増加している豊かな自然などの観光情報をSNSで発信

観光・物産PRイベントの開催
内容 主要駅前広場等でのステージPR
時期 3年9月（大阪市）、秋（東京都）

北海道誘客プロモーションの実施
内容 北海道旅行博への出展
時期 3年11月（札幌市）

愛媛フェア（営業本部）と連携した観光PR活動
ツーリズムEXPOジャパンへのブース出展

時期 3年11月（大阪市）

【愛顔枠対象事業】
１２０ 戦略的情報発信プロジェクト推進事業費（企画振興部　広報広聴課） ８，０６４万円

本県を強く印象付ける統一コンセプト「まじめ」を浸透させ、効果的なプロモーション活動により
情報発信の訴求効果を高め、更なる実需の創出と地域の活性化を図る。

戦略的ブランディングプロデューサーの設置
業務 統一コンセプトによるプロモーションの総括

本県の情報発信のコーディネート
まじめえひめプロモーション

「まじめし」店舗の周遊促進、SNSを活用した人気投票
女性インスタグラマー「まじめ媛」による公式SNSプロモーション
著名人を起用したコンテンツの発信

県内企業等との連携
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【愛顔枠対象事業】
１２１ ◎ とべもりエリア交流拡大推進事業費（土木部　都市整備課） １，９９６万円

とべもりエリア（とべ動物園・総合運動公園・えひめこどもの城）の交流拡大を推進し、
施設間の周遊の円滑化及び周遊の活性化により、エリアの集客を図る。

周遊の円滑化
周遊バス・3輪EV車の運行(とべ動物園～こどもの城)
スマホアプリ「とべもりNavi」の導入

周遊バス運行状況、多言語対応、アンケート機能　など
周遊の活性化

とべもりイルミネーションの整備・夜間イベントの計画策定
とべもりポイントラリー

スマホアプリを活用しゲーム感覚で楽しめるポイントラリーコース設置
オリエンテーリングコースの設置

【愛顔枠対象事業】
１２２ ○ えひめこどもの城魅力向上推進事業費（保健福祉部　子育て支援課） １，５３４万円

えひめこどもの城ととべ動物園を結ぶジップラインを主軸に、とべもりエリア全体の魅力と
集客力の向上を図る。

戦略的な広報活動による発信力の強化
PR動画制作、SNS広告の配信　など

ジップラインを目玉とした周遊プランづくり
モデルコースの検討、とべもり周遊体験ルートの造成

【愛顔枠対象事業】
１２３ とべ動物園魅力向上戦略推進事業費（土木部　都市整備課） ４，４６８万円

持続可能な動物園を目指し、えひめこどもの城とも連携した魅力向上方策を戦略的に推進する。
イベントの開催

とべZOO雪まつり（8月、2月の土・日　年4回）
人工造雪機による降雪ショー、季節にちなんだ動物ガイド　など

飛び出す動物のトリックアート
とべZOOイルミネーション（11月上旬～12月下旬の土曜日等）
レストランの方向性検討

民間活力の導入による運営方法等の事業スキームを検討
食に関するサイン類の設置

デジタルマーケティングを活用した情報発信、PR動画・ポスターの作成　
（とべ動物園魅力向上基金を充当）

【愛顔枠対象事業】
１２４ とべ動物園施設整備費（土木部　都市整備課） ３，２９５万円

とべ動物園の魅力を更に高めるための獣舎整備を行う。
サル・ヒヒ舎の改修基本計画、詳細設計

内容 獣舎の高さを確保し、生息環境を再現
獣舎内の散策が可能なエリアの整備

期間 3～5年度
（とべ動物園魅力向上基金を充当）
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（３）国際観光・交流の推進

【愛顔枠対象事業】
１２５ 台湾観光交流促進事業費（経済労働部　国際交流課） １，６８５万円

松山空港国際線（台北便）の早期の運航再開と再開後の安定運航に向け、
インバウンド・アウトバウンド両面から効果的な対策を実施する。

インバウンド
現地代理店を活用したプロモーション
航空会社等と連携したプロモーション
徳島県等と連携した広域周遊の促進

アウトバウンド
海外魅力発信セミナー、バーチャル旅行体験会の開催

実施主体 松山空港利用促進協議会

【愛顔枠対象事業】
１２６ 韓国観光交流促進事業費（経済労働部　国際交流課） １，５４７万円

松山空港国際線（ソウル便）の早期の運航再開と再開後の安定運航に向け、
インバウンド・アウトバウンド両面から効果的な対策を実施する。

インバウンド
実施主体 愛媛・韓国経済観光交流推進協議会
内容 現地代理店を活用したプロモーション

航空会社等と連携したプロモーション
高知県等と連携した広域周遊の促進

アウトバウンド
実施主体　 松山空港利用促進協議会
内容 海外魅力発信セミナー、バーチャル旅行体験会の開催

【愛顔枠対象事業】
１２７ 中国観光交流促進事業費（経済労働部　国際交流課） １，５８９万円

松山空港国際線（上海便）の早期の運航再開と再開後の安定運航に向け、
インバウンド・アウトバウンド両面から効果的な対策を実施する。

インバウンド
実施主体 県国際観光テーマ地区推進協議会
内容 現地代理店を活用したプロモーション

航空会社等と連携したプロモーション
プライベートツアー商品の開発

アウトバウンド
実施主体　 松山空港利用促進協議会
内容 海外魅力発信セミナー、バーチャル旅行体験会の開催

６　地域の安全・安心に愛顔を

（１）防災・減災基盤の整備

【防災・減災強化枠対象事業】
１２８ 地震防災関連道路緊急整備事業費（土木部　道路建設課） １０億８，４００万円

地震等による大規模災害に備え、緊急輸送道路や避難・救援道路などの県管理道路の改築等
を行う。

皿ヶ峰公園滑川線（東温市）　など　86か所
負担区分　 県93/100　市町7/100
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【防災・減災強化枠対象事業】
１２９ 道路防災・減災対策事業費（土木部　道路維持課） ８億９，２４０万円

地震等による大規模災害に備え、原発から半径30km圏域内及び津波浸水想定区域内の
県管理道路等を対象に、法面対策や路面補強等を行う。

原発避難道路
国道197号（八幡浜市）　など　34か所

津波避難・救援道路
壬生川新居浜野田線（西条市）　など　17か所

豪雨・地震等関連道路
新居浜別子山線（新居浜市）　など　88か所

【防災・減災強化枠対象事業】
１３０ 原発立地地域道路整備事業費（土木部　道路建設課・道路維持課） ２億５２６万円

円滑な避難・救援活動を可能とするため、伊方原子力発電所周辺地域（伊方町、八幡浜市、
大洲市、西予市）において、道路の改良や安全施設の整備等を行う。

道路改良
鳥井喜木津線（伊方町）　など　3か所

道路安全対策
宇和三瓶線（西予市）　など　21か所

負担区分　 国10/10

【防災・減災強化枠対象事業】
１３１ 河川地震防災強化対策事業費（土木部　河川課） ４億６，６００万円

地震等による大規模災害に備え、浸水被害の発生が想定される災害危険箇所の護岸改修や
樋門改良等を行う。

蒼社川（今治市）　など　56か所

【防災・減災強化枠対象事業】
１３２ 河川堤防強化緊急対策事業費（土木部　河川課） ２億円

豪雨による大規模な水害に備え、河川堤防の危険箇所における堤防強化等の緊急対策を行う。
石手川（松山市）　など　10河川

【防災・減災強化枠対象事業】
１３３ 河川防災緊急対策事業費（土木部　河川課） ２億５，６００万円

河川の治水機能を向上させるため、土砂の堆積が著しい箇所の河床掘削等を行う。
遠近川（宇和島市）　など　56か所

【防災・減災強化枠対象事業】
１３４ 海岸施設防災・減災対策事業費（土木部　港湾海岸課） ２億９，７００万円

地震等による大規模災害に備え、津波による浸水被害を防止するため、護岸補強等を行う。
須ノ川海岸（愛南町）　など　20か所

【防災・減災強化枠対象事業】
１３５ 港湾施設防災・減災対策事業費（土木部　港湾海岸課） ２億４，５００万円

地震等による大規模災害に備え、避難や緊急物資の輸送などに際し機能を強化させることが
必要な港湾施設の改良を行う。

三島川之江港（四国中央市）　など　16か所
負担区分 県2/3　市町1/3
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【防災・減災強化枠対象事業】
１３６ 集落・避難路保全斜面地震対策事業補助金（土木部　砂防課） ３億７，０６０万円

地震や集中豪雨等による災害に備え、市町が行うがけ崩れ防災対策事業に対し補助する。
松尾地区（伊予市）　など　42か所
補助率 県3/5

【防災・減災強化枠対象事業】
１３７ 砂防施設防災・減災対策事業費（土木部　砂防課） ４億３，９００万円

地震や集中豪雨等による災害に備え、緊急的に対策が必要な砂防施設の機能強化を行う。
大桧地区（西条市）　など　78か所

【防災・減災強化枠対象事業】
１３８ ため池地震防災対策事業費（農林水産部　農地整備課） ５億２，１００万円

地震等による大規模災害に備え、重要度の高いため池の耐震調査や耐震対策工事を
実施するとともに、市町が行うため池ハザードマップの作成を支援する。

耐震調査・耐震対策工事
追入下池地区（東温市）　など　14か所
負担区分　 国55/100　他11/100　県34/100

ため池ハザードマップ作成
今治地区（今治市）　など　8か所
補助率 国10/10

（２）地域防災力・避難対策の充実

【防災・減災強化枠対象事業】
１３９ 防災士養成促進事業費（県民環境部　防災危機管理課） １，７６７万円

地域防災力の一層の向上を図るため、自主防災組織や各組織・団体等の構成員を対象に、
防災士養成講座を開催する。

対象者 1,669人（うち女性30％）
自主防災組織等の推薦を経て、市町が推薦した者（853人）
県職員（261人）、県立学校教職員（205人）
企業・団体職員（290人）、社会福祉施設職員（60人）

開催場所 地方局・支局（5か所×2回）、本庁（1回）、にぎたつ会館（2回）
地方局（3か所×1回）（企業・団体、社会福祉施設職員向け講座）

開催日数 各2日間
内容 12講座（防災士の役割、ハザードマップ、避難所の開設及び運営　など）

【防災・減災強化枠対象事業】
１４０ ◎ 新たな避難行動定着促進事業費（県民環境部　防災危機管理課） ９３１万円

災害切迫時における適切な避難行動を県民に定着させるとともに、自ら避難することが困難な
高齢者や障がい者等の避難を支援する体制を構築することにより、避難の実効性の向上を図る。

SNSを活用した避難状況の把握等を行うシステムの構築
内容 住民の分散避難の状況を市町が把握する仕組みの構築

南予のモデル地区（2か所）での実証訓練　など
委託先 民間事業者

新たな避難行動の定着に向けた分析・改善
内容 住民の避難に係る意識や行動等の調査・分析

県・市町連携ワーキンググループによる改善策の検討　など
調査場所 県内3か所のモデル地区
委託先 愛媛大学

避難行動要支援者の避難対策
内容 地域の防災・福祉関係者による調整会議の開催（3か所×6回）

要支援者の個別計画策定体制の構築　など
場所 東・中・南予　各1か所のモデル地区

防災関係ホームページの改良、避難行動啓発動画の作成
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（３）公共施設等の耐震・長寿命化対策の推進

【防災・減災強化枠対象事業】
１４１ ○ 県庁第二別館設計調査費（総務部　総務管理課） １億４，８７５万円

災害時の防災拠点となる県庁第二別館の建替整備のために必要な実施設計を行う。
事業内容 庁舎解体・建替の設計　など
事業期間 2～7年度
（県有施設更新整備基金を充当）

【防災・減災強化枠対象事業】
１４２ ○ 議事堂耐震改修事業費（総務部　総務管理課） １億３，０７３万円

〔債務負担行為限度額　１億９，３０３万円〕

議事堂の耐震性を確保するため、耐震改修工事を行う。
議事堂 （S57.1完成）　SRC5F
事業期間 3年4月～4年10月

１４３ ○ 衛生環境研究所整備事業費（保健福祉部　薬務衛生課） １７億９６８万円

老朽化が進んでいる県衛生環境研究所の移転建替を行う。
建設場所 東温市見奈良
規模・構造 RC3F　3,844㎡
事業期間 平成30年4月～令和4年3月
（県有施設更新整備基金を充当）

１４４ ○ 県立学校校舎等整備事業費（教育委員会　高校教育課） ５億４，０２８万円

快適な教育環境を確保するため、県立学校施設の長寿命化対策を計画的に推進する。
長寿命化改修（9校9棟）

（学校名） （対象建物） (建築年・構造） （改修箇所）
新居浜東 本館 S46　RC4F  外壁、屋上防水
今治西 2号館 S48　RC4F　 屋上防水
新居浜南 体育館 S43  RC1F　 外壁、屋根
長浜 本館 S35  RC4F　 屋上防水
新居浜工業 第5教棟 H5   RC2F　 屋上防水
吉田 第4教棟 S48  RC4F　 屋上防水
宇和特支（知） 普通教棟 S54  RC2F　 外壁
八幡浜 本館 S39  RC4F　 屋上防水
北宇和 体育館 S42  S2F   外壁、屋根

（４）警察施設の耐震化等

【防災・減災強化枠対象事業】
１４５ ○ 松山東警察署庁舎等整備費（警察本部） １４億６，８０３万円

県内最大の事案対策拠点かつ災害時の活動拠点となる松山東警察署の建替整備を行う。
規模・構造 庁舎 SRC10F 8,695.20㎡ 署長等宿舎 W2F 178.86㎡

車庫 S4F 1,750.00㎡ 本部長宿舎 W1F 91.10㎡
事業期間 平成30年4月～令和6年10月（令和5年2月に新庁舎で業務開始予定）
負担区分 国1/2　県1/2
（県有施設更新整備基金を充当）

【防災・減災強化枠対象事業】
１４６ 警察施設非常用発電設備等改修費（警察本部） ２，３７４万円

津波により浸水する危険性が高い西条警察署の非常用発電設備の移設等を行う。
屋外型キュービクルの新設
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（５）原子力防災対策の充実

【防災・減災強化枠対象事業】
１４７ ◎ 緊急時モニタリング体制強化事業費（県民環境部　原子力安全対策課） ４億円

原子力災害時に緊急時モニタリングの分析拠点である原子力センターが使用できなくなる
場合に備え、代替分析拠点である衛生環境研究所に測定機器等を整備する。

整備内容
飲食物中の放射性物質濃度測定機器の整備
緊急時モニタリング活動用資機材の整備

ハンドフットクロスモニタ、環境試料保管庫　など
負担区分 国10/10

【防災・減災強化枠対象事業】
１４８ ◎ 原子力防災緊急時避難円滑化事業費（県民環境部　原子力安全対策課）

１億８，０００万円

伊方町内における避難計画の更なる実効性向上のため、車両通行の円滑化対策を講じ、
避難経路の機能向上を図る。

対象 伊方町内の避難経路
実施箇所

県事業 県道鳥井喜木津線
伊方町事業 町道宇和海線、町道三崎井野浦線

事業内容 道路線形改良、待避所整備、法面保護　など
負担区分 国10/10

【防災・減災強化枠対象事業】
１４９ 原子力防災ドローンオペレーション強化事業費（県民環境部　原子力安全対策課）

８，４３１万円

原子力防災体制の充実・強化を図るため、ドローンの更なる活用に向けた
運航管理システムの改良や、研修を通じた操作要員の育成等を行う。

ドローン運用研修会の開催
対象者 県職員（35人程度）、伊方町職員等（60人程度）
場所 県庁、伊方町役場　など

ドローンの更なる活用の検討
ハイブリッド通信ドローンの導入に向けたLTE電波環境調査
ドローン評価事業の結果等を踏まえたシステムの改善

ドローン運航管理システムと映像収集配信システムとの連携
高感度カメラの導入など夜間活用に向けた検討
ドローンの機首角度設定の自動化

JAXAと連携したドローンとヘリの衝突回避実証実験
ドローン機体・各種システム等の維持管理
負担区分 国10/10

（６）安心で魅力あるまちづくり

１５０ 山鳥坂ダム建設費負担金（土木部　河川課） １０億３，１４７万円

ダム本体地質調査・解析、工事用道路工事、用地補償　など
県負担率 0.286

１５１ ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業費（土木部　都市整備課） ３７億３，４３４万円

JR松山駅付近連続立体交差事業
実施期間 平成21年度～令和6年度
事業内容 高架本体工事、高架側道工事
負担区分 連立 国55/100　松山市12.5/100　　県32.5/100

街路 国55/100　松山市8/100　　 県37/100
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【防災・減災強化枠対象事業】
１５２ 木造住宅耐震化促進事業費（土木部　建築住宅課） ８，４４６万円

本県の木造住宅の耐震化を促進するため、市町が行う民間木造住宅の耐震改修補助事業
及び耐震診断技術者派遣事業に対し助成を行う。

木造住宅耐震改修促進事業費補助
補助対象 S56年5月以前に建築又は着工した一戸建ての木造住宅

上部構造評点が1.0以上となる工事
対象戸数 300戸
補助率 市町負担額の1/2（上限 25万円/戸）

耐震シェルター設置事業費補助
補助対象 S56年5月以前に建築又は着工した一戸建ての木造住宅

耐震シェルターの設置
対象戸数 5戸
補助率 市町負担額の1/2（上限 10万円/戸）

木造住宅耐震診断促進事業費補助
補助対象 S56年5月以前に建築又は着工した一戸建ての木造住宅

耐震診断技術者派遣
対象戸数 750戸
補助率 市町負担額の1/2（上限 12万円/戸）

（災害に強い愛媛づくり基金を充当）

１５３ ◎ 公営住宅（北条地区）集約整備事業費(土木部　建築住宅課） ６，０３６万円

老朽化が進んでいる県営鹿峰団地について、松山市との連携により北条地区の市営住宅と
集約化を図り、建設は県が、建設後の管理は市が行う。

建設場所 松山市北条辻
規模・構造 鉄筋コンクリート造8F　2棟　120戸　
事業期間 3～8年度
3年度事業 設計、地質調査　など
負担区分 国1/2　県1/2（建設費　国1/2　松山市1/2）

【愛顔枠対象事業】
１５４ ◎ 警察安全・安心情報配信システム整備費（警察本部） ７４６万円

犯罪等の早期解決や県民の防犯意識の向上を図るため、警察情報の一括配信システムと
スマートフォン向け防犯アプリを整備する。

一括配信システム
配信情報 犯罪発生情報、不審者情報　など
配信方法 防犯アプリ、電子メール、電話、FAX
配信先 県民、金融機関、公共交通機関　など

防犯アプリ
内容 特殊詐欺発生情報等のプッシュ通知、犯罪等発生場所のマップ表示

県警への情報提供、配信情報の種別や地域の設定　など
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７　地球に愛顔を

（１）地球温暖化対策の推進

【愛顔枠対象事業】
１５５ 気候変動適応推進事業費（県民環境部　環境政策課） １，４０３万円

気候変動の影響による県民生活や自然環境等への被害を軽減するため、影響調査や
適応策の研究、県民への普及啓発等を行う。

県気候変動適応協議会の運営
構成 県、環境省、松山地方気象台、愛媛大学　など
内容 気候変動影響、適応策に係る情報共有　など

生態系への気候変動影響調査の実施
内容 動植物の生態調査・影響分析　など
調査地 金砂湖県立自然公園及び宇和海沿岸の低湿地、海岸地帯

気候変動適応策の研究
内容 柑橘類、自然災害をテーマに、地域ごとの気候変動影響の把握・分析
負担区分 国10/10

気候変動に関する県内基礎データの調査・収集と将来予測
県内の基礎データ（気温・暑さ指数）の調査・収集
データに基づく将来予測、適応策の検討

（２）環境と調和した暮らしづくり

【愛顔枠対象事業】
１５６ プラスチック資源循環総合対策推進事業費（県民環境部　循環型社会推進課）

４，０３９万円

えひめプラスチック資源循環戦略に基づき、プラスチックごみ削減の機運醸成を図るとともに、
効果的な削減対策を推進する。

海洋プラスチックごみ対策
海洋ごみ回収モデルの構築

内容 漁業者が回収・集積した海洋ごみを市町が運搬・処理するモデルを構築
負担区分 国10/10

陸域発生プラスチックごみの流出抑制対策（3水系×6地点）
内容 小水路に簡易柵を設置し、ごみを地域で回収するモデルを構築
負担区分 国7/10　県3/10

海洋プラスチックごみ総合調査
内容 海洋プラスチックごみ削減に向けた経年調査（4地点）　など
負担区分 国7/10　県3/10

ビーチクリーン活動普及促進事業（3年7月）
参加者 小・中学生及び保護者　約30人（東予）
内容 海洋ごみに関する学習会、海岸清掃活動　など

海岸漂着物対策活動推進員・団体の育成支援
内容 愛媛県海岸漂着物対策活動推進員・団体制度の創設、セミナーの開催
負担区分 国7/10　県3/10

プラスチック代替製品等の販路開拓支援
プラスチック代替製品等展示・商談会の開催
プラスチック代替製品、導入事例等紹介カタログの作成

プラスチック資源循環に係る普及啓発
プラスチックごみ問題啓発教材の作成、リユース食器導入実証事業

（資源循環促進基金、地域環境保全基金を充当）
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【愛顔枠対象事業】
１５７ 食品ロス削減推進事業費（県民環境部　循環型社会推進課） ９４９万円

県食品ロス削減推進計画に基づき、市町と連携しながら、県民総参加による運動の促進を図る。
食品ロス削減シンポジウムの開催（3年10月）

内容 県食品ロス削減推進計画の周知、県民への普及啓発
負担区分 国1/2　県1/2

地域循環型フードバンクの構築支援
内容 子ども食堂等が小売店で直接食品を受け取るモデルを構築
委託先 フードバンク活動団体　など
負担区分 国1/2　県1/2

家庭系食品ロスの削減対策
内容 普及啓発冊子の作成、フードシェアリングパーティーの開催
負担区分 国1/2　県1/2

事業系食品ロスの削減対策
食品ロス削減に取り組む事業者への支援

対象者 食品製造業者　など
補助率 県1/2（上限 20万円）

事業系食品ロスの削減に向けた課題の検証
内容 原材料の有効活用、賞味期限の長期化　など
委託先 外部専門機関

県食品ロス削減推進協議会の開催（年2回）
構成 県、20市町、県食品衛生協会、食品関連事業者　など
内容 食品ロス削減に関する取組みに係る情報共有　など

食べきり宣言事業所の取組推進
社員が一同で食べきりに取り組む事業所の登録、登録証の発行　など

食品ロス削減推進店舗の取組推進
食品ロス削減に取り組む食品小売店の登録、SNSによるPR　など

（資源循環促進基金、地域環境保全基金を充当）

８　効率的かつ効果的な行政運営

【愛顔枠対象事業】
１５８ ◎ 総務事務センター（仮称）運営事業費（総務部　行革分権課） １億４，９９２万円

総務系事務の集約化のため、総務事務センター（仮称）を設置する。
総務事務センターの設置（3年4月）
民間派遣会社への総務系事務外部委託（約30事務）
庶務事務システムの構築（3年8月（約70事務））

【愛顔枠対象事業】
１５９ ＲＰＡ導入事務処理効率化推進事業費（企画振興部　情報システム課） ４８０万円

定型的業務をソフトウェアロボットの活用により自動化するRPAの対象業務を拡大し、
更なる事務処理の効率化を図る。

3年度対象業務
業務時間の削減効果が高い業務の拡大（2年度：15業務→30業務）

導入支援
技術者養成のための専門研修の受講、導入拡大に向けた全庁調査　など

46


